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序     文 

 

日本国政府は、モザンビーク共和国政府からの技術協力プロジェクトの要請に基づき、同国のショ

クエ灌漑スキーム小規模農家総合農業開発計画に係る事前評価調査を実施することを決定しました。 

これを受け独立行政法人国際協力機構は、2005 年 7 月に農村開発部第三グループ長 北中真人 を

団長とする事前評価調査団を派遣しました。調査団は、本プロジェクトの内容、前提条件等について、

モザンビーク共和国政府関係者と協議、調査を行うとともに、カウンターパート及び関係者を集めて

ワークショップを行いました。ワークショップでは、本プロジェクトに対する各自の役割等共通認識

を醸成するとともに、プロジェクト内容案を策定しました。 

本報告書は、これら事前評価調査結果、協議結果を取りまとめたものであり、今後の本プロジェク

ト実施にあたり、広く関係者に活用されることを願うものです。 

ここに、本調査にご協力とご支援を頂いた内外の関係各位に対し、心より感謝の意を表します。 

 

平成 19 年 1 月 

 

独立行政法人国際協力機構 

農村開発部長 松田 教男 
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調査対象地域地図 
 

 
 
 
 
 
 
 

行政区分 

モザンビーク共和国位置図 

ショクエ灌漑地区 



 

  
 
 



 

 

全景（1） 全景（2） 

無償供与施設 無償供与施設（頭首口） 

幹線水路 1 次水路（1） 

 



 

 

1 次水路（2） 2 次水路 

2 次水路の堰 3 次水路（1） 

3 次水路（2） 3 次水路（3） 

 



 

 

3 次水路（4） 排水路 

農家の皆さん 収穫後処理施設 

篤農家の精米機 木臼を用いた手作業による精米 
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事業事前評価結果（技術協力プロジェクト） 
 

作成日：平成 18 年 10 月 4 日 

担当部：農村開発部第三グループ 

乾燥畑作地帯第一チーム 

１．案件名 

ショクエ灌漑スキーム小規模農家総合農業開発プロジェクト 

２．協力概要 

（1）プロジェクト目標とアウトプットを中心とした概要の記述 
本案件は、モザンビーク共和国（以下、「モザンビーク」と記す）ガザ州に位置するショ

クエ灌漑スキーム内の小規模農家をターゲットとし、関連機関（ショクエ郡農業局、ショ

クエ農業試験場、ショクエ灌漑公社）が連携を図りながら、2 次・3 次水路を管理する水

利組合を通じた、小規模農家に対する農業技術、灌漑施設管理の改善、営農支援体制の整

備を行う。その結果、安定した農業生産が可能となり、小規模農家の生計向上が図られ、

食糧安全保障及び貧困軽減に貢献する。 
（2）協力期間 

2007 年 3 月 ～2010 年 3 月（3 年 1 カ月） 
（3）協力総額（日本側） 

3.35 億円 
（4）協力相手先機関 

ショクエ郡農業局（District Directorate of Agriculture：DDA）、ショクエ農業試験場（Estação 
Agrária de Chókwè：EAC）、ショクエ灌漑公社（Hidraulica de Chokwe, E. P.：HICEP） 

（5）国内協力機関 
該当なし 

（6）裨益対象者及び規模、等 
（直接裨益者） 

・ショクエ灌漑スキーム内の 2 つのモデル水利組合に所属する小規模農家（約 1,500 戸）

・関連機関（ショクエ郡農業局、ショクエ農業試験場、ショクエ灌漑公社）の職員 
（間接裨益者） 

・ショクエ灌漑スキーム内の小規模農家（約 2 万 2,500 戸） 
 

３．協力の必要性・位置づけ 

（1）現状及び問題点 
モザンビークは、80 万㎢（農地：18 万㎢）の国土を有し、1,880 万人の人口を抱えている。

農業が基幹産業となっており、就業人口の 80％、GDP の 20％、輸出の 70％を占めている。

過去 5 年において、コメ生産面積は 17 万 ha、生産量は 12 万ｔ（平均収量 0.8～1.6t/ha）であ

るのに対し、コメの需要増加に伴い（25kg/人）、コメ自給率が著しく低下し（2004 年：24.7％）、

現在は 30 万 t 以上のコメを輸入している。コメはメイズに次いで主要な作物となっており、

食糧安全保障の観点から自給率向上が急務となっている。 



ガザ州ショクエ郡のリンポポ川沿いに位置するショクエ灌漑スキームは、国内最大の灌漑

スキーム（2 万 6,000ha）であり、かつては、同国の穀倉地帯として機能し、約 10 万 t 以上の

コメを生産していた。1980 年代の内戦、独立後の経済体制の変更に伴う組織改編の影響に加

え、2000 年におけるリンポポ川の記録的な大洪水を被り、スキームの機能は大きく停滞し、

生産量はかつての 10 分の 1 に落ち込んでいる。 
モザンビーク政府は 1992 年にショクエ灌漑スキーム改修プログラムを策定し、わが国は無

償資金協力（2002～2003 年）を通じて、同スキーム内の幹線水路（1 次水路 14km）を改修

した。1998 年～2004 年にもフランス開発庁（AFD）の支援により、2 次、3 次水路の一部改

修と水利組合の強化が行われてきた。同灌漑スキームは、ショクエ灌漑公社によって管理さ

れており、当該機関が、①1 次水路までの安全な水の供給と配分、②スキーム内にある 30 の

水利組合を通じた水利代の徴収と管理、③付属灌漑設備の維持管理を行っている。一方、ス

キーム内の 2 次・3 次水路については、維持管理責任が各水利組合に移管されているが、水

利組合には施設維持管理や水管理に係る技術の蓄積がなく、灌漑施設は適切に運営・管理さ

れていない。 
また、同地域には、ショクエ郡農業局とショクエ農業試験場が存在し、それぞれ、農民に

対する農業技術普及サービスをはじめとした営農支援及び農業技術の開発を担当している

が、各機関の職員や普及員の能力・経験の不足と各機関間の連携の不足により、小規模農家

のニーズに対応した技術指導やマイクロファイナンス、精米機導入等に係る営農支援体制が

整っていない。 
同スキームは、30 ヵ所の地区に分けられているが、おおむね、経営規模 4ha 以下（大半は

0.5～1ha）の小規模農家が入植している地区と、4ha 以上の経営規模を有する中規模・大規模

農家の地区とに分類され、地区ごとに水利組合が構成されている。小規模農家は、スキーム

内の総農家戸数 2 万 5,000 戸の約 9 割（2 万 2,500 戸）、可耕面積の 47％を占めるが、限られ

た水資源を有効に活用した効率的な営農、必要な農業資材の投入、市場へのアクセスの確保

が困難な状況にあり、農家収益は低いレベル（1ha 農家で 630 米ドル/年、0.5ha 農家で 407
米ドル/年）にとどまっているとともに、同スキーム内の作付面積も 9,000ha にとどまってい

る。また、農業によって十分な収益が得られないことは、水利費徴収率の低さ（30～40％）

にも現れ、組合員から水利代を徴収できない状況は水利組合の運営を圧迫し、営農支援活動

や灌漑施設維持管理活動の予算不足という負の循環を引き起こしている。 
かかる状況を受け、モザンビーク政府は、対象地区の小規模農家の生計向上を図るため本

技術協力プロジェクト（技プロ）案件を要請してきた。 
 

（2）相手国政府国家政策上の位置づけ 
1999 年 12 月に策定された PARPA（絶対的貧困削減活動計画）では、重点課題として①貧

困削減、②食糧安全保障、③雇用創設、④貿易収支の改善を挙げ、1998 年 69.4％であった絶

対貧困者率を 2005 年までに 60％以下に、2010 年までに 50％以下に削減することを目標とし

ている（参考；2002/2003 年のモザンビーク財務省統計では絶対貧困者率は 54％にまで削減

されている）。同国では、PARPA に基づいて、各セクタープログラム（農業、保健、教育）

が設けられており、農業セクタープログラムとして PROAGRI（National Programme for 
Agricultural Development、フェーズⅠ：1999～2004 年、フェーズⅡ：2006 年開始予定）を実



施している。このなかで灌漑部門の強化支援が優先課題となっており、ショクエ灌漑スキー

ムは、国策に基づいた大規模灌漑事業と位置づけられているとともに、小規模農家に対する

支援についても優先度が置かれている。 
 

（3）わが国援助政策との関連、JICA 国別事業実施計画上の位置づけ（プログラムにおける位置

づけ） 
わが国は、モザンビークの安定と発展が南部アフリカ地域の平和と発展のために重要であ

ると認識しており、内戦後の復興から開発に向けた同国の努力を支援するべく、積極的な援

助を実施していく方針である。1994 年 4 月には、無償資金協力及び技術協力に係る政策協議

を実施し、同国が抱える食糧事情の改善、帰還難民の再定住、退役兵士の社会復帰等を優先

的に取り組むべき課題として、農業、社会インフラ〔ベーシック・ヒューマン・ニーズ（BHN）、

基礎インフラ〕、人的資源開発を重点支援分野とした。2005 年に策定された国別事業実施計

画では、人間の安全保障の視点、ミレニアム開発目標（MDGs）達成への貢献などを考慮し、

特に小規模農家の生計向上と生活改善をめざした地域農村開発プログラムを設定した。対象

地域であるショクエ灌漑スキームは、無償資金協力により改修が行われ、本技プロの実施に

より小規模農家から成る水利組合による灌漑施設の有効活用が期待されている。 
 

４．協力の枠組み 

本案件では、ショクエ灌漑スキーム内の小規模農家をターゲットとし、末端水路の維持管理、

作物栽培、収穫後処理や市場流通に至る一連の技術の改善と、それらの技術の普及体制及び関

係機関による農民への支援体制の整備を行うことにより、小規模農家の農業生産量及び生産性

を向上させ、農民の生計の向上を図るものとする。 
プロジェクトの実施にあたっては、灌漑施設の維持管理や水利費の管理を担当するショクエ

灌漑公社、農業技術の試験を行うショクエ農業試験場、さらに農業技術の普及や農民への営農

支援を担当するショクエ郡農業局をカウンターパートとして、研修や OJT を通じて職員・普及

員の人材育成を図るとともに、既存の水利組合のなかから、小規模農家により構成される 2 つ

の水利組合をモデルとして選定し、これに所属する小規模農民に対して技術指導と支援を試行

する。 
農業技術の改善については、農業試験場の研究員及び農業局の普及員と協力し、畜力の導入、

土壌改善、作目の多様化など、小規模農民が必要とする技術を特定したうえで、普及員への研

修と農家への技術指導を実施する。灌漑施設維持管理については、既に 2 次・3 次水路の管理

責任が水利組合に移管されていることから、水利組合主体で水路の補修・維持管理と利用を可

能とする体制整備をめざし、ショクエ灌漑公社において灌漑施設管理、水管理に係る小規模農

家向けのマニュアル作成を行い、その内容について、モデル水利組合の農民リーダーに対する

訓練を実施する。また、農民に対する営農支援については、モデル水利組合に対し、精米機や

農業機械の導入、マイクロクレジットの活用、市場へのアクセス確保などについての方策を適

用しその有効性を検証する。さらに、カウンターパートである 3 機関にはそれぞれ専門家を配

置し、試験研究、普及、営農支援に係るそれぞれの活動の整合性が確保されるよう、各機関間

の情報共有と連携体制の構築を図る。 



〔主な項目〕 
（1）協力の目標（アウトカム） 

① 協力終了時の達成目標（プロジェクト目標）と指標・目標値 
目標：対象地域における水利組合の小規模農家の生計が向上する。 
指標：小規模農家の農業収入が向上する。 

② 協力終了後に達成が期待される目標（上位目標）と指標・目標値 
目標：ショクエ灌漑地域の農業生産が向上し、食糧安全保障に貢献する。 
指標：1. 対象地域の主要農作物の生産量が向上する。 

2. 対象地域の主要農作物の単位面積当たり収量が向上する。 
3. コメの自給率が向上する。 
 

（2）成果（アウトプット）と活動   
① 成果 1：対象地域の小規模農家を対象とした農業技術が向上する。 

活動：1-1. ショクエ郡農業局及びショクエ農業試験場とともに、モデル水利組合の組合

員に対する営農調査を行う。 
1-2. ショクエ農業試験場において、農業普及員に対する農業技術研修を行う。 
1-3. 農業普及員により、モデル水利組合の小規模農家に対する農業技術（畜力導

入、土壌改善、二期作、二毛作等）指導を行う。 
1-4. モデル水利組合のモデル農家の活動状況と普及実績のモニタリングを行う。

1-5. 農業試験場において稲及びその他主要作物の種子生産を行う。 
指標：適正農業技術を習得した小規模農家の数 

小規模農家を対象とした農業技術を習得した普及員の数 
開発/改善した農業技術の数 
稲、及びその他主要作物の種子生産量 

② 成果 2：対象地域の灌漑施設管理が改善され、安定した農業生産が可能になる。 
活動：2-1. ショクエ灌漑公社とともに、対象地域の灌漑施設（2 次・3 次水路、水門等）

及び水供給の管理状況について調査する。 
2-2. 既存資料〔フランス開発庁（AFD）作成マニュアルほか〕をレビューする。

2-3. 既存資料を活用し、小規模農家を対象とする 2 次・3 次灌漑施設管理マニュ

アルを策定する。 
2-4. 既存資料を活用し、小規模農家を対象とする 2 次・3 次灌漑水管理マニュア

ルを策定する。 
2-5. 対象地域の 2 次・3 次灌漑施設の利用・管理、及びメンテナンスについて、

モデル水利組合の農民リーダーを訓練する。 
2-6. 灌漑施設管理及び水供給管理のモニタリングを行う。 
2-7. モデル水利組合の運営強化を図る。 

指標：各種マニュアル作成 
灌漑施設の管理・運営手法を習得した水利組合員の数 
灌漑利用面積 
水利代の徴収率 



③ 成果 3：小規模農家の営農支援体制が整備される。 
活動：3-1. 既存の営農支援体制〔政府関係機関、AFD、国際農業開発基金（IFAD）、NGO

など〕の現状について調査する。 
3-2. 農業局と協働して、モデル水利組合に対し営農支援活動（精米機やトラクタ

ーの導入・維持管理サービス、マーケティング、マイクロクレジットへのア

クセス等）を試行し、その効果を検証する。 
3-3. モデル水利組合による農業資材の共同購入、農作物の共同出荷を行う。 
3-4. 普及員とモデル水利組合による営農支援活動のモニタリングを行う。 

指標：精米機の稼働率 
生産コストと販売コスト 
営農支援活動の内容・実績 
共同出荷の内容・規模 
共同購入実施の実績 
マイクロクレジットへのアクセス数 

④ 成果 4：ショクエ郡農業局、ショクエ農業試験場、ショクエ灌漑公社の連携が強化される。

活動：4-1. 各関連機関の活動状況が相互確認できるよう定期連絡会を設ける。 
4-2. 関連機関の連携強化のためのワークショップを開催する。 
4-3. 各活動を関連機関の連携を図りながら実施し、普及体制を整備する。 
4-4. 関連機関の連携がどのように実施されているかモニタリングする。 
4-5. 3 つの機関（ショクエ郡農業局、ショクエ農業試験場、ショクエ灌漑公社）

が連携して農業生産向上のためのアクションプランを作成する。 
4-6. アクションプランを基に 3 つの機関が普及活動を実施する。 

指標：ショクエ郡農業局、ショクエ農業試験場、ショクエ灌漑公社の連携の実績 
本プロジェクトにかかわった職員の数 
ワークショップの実施回数・出席者数 
アクションプランの作成 
アクションプランの実施状況 

 

（3）投入（インプット） 
① 日本側（総額 3.35 億円） 

専門家派遣：3 名（チーフアドバイザー/普及/研修、業務調整/営農、灌漑水管理） 
供与機材：車両、事務機器、活動支援資機材（精米機、小型ポンプ、2 次・3 次水路改修

資材等） 
研修員受入れ：必要に応じて 
現地活動費：日常的経費、現地適用化事業費（実証実施経費、施設整備費等） 

② モザンビーク側（総額 0.03 億円） 
施設の提供：プロジェクト事務所（ショクエ郡農業局内）、及び専門家執務室（各配属先）

カウンターパートの配置：日本人専門家に対するカウンターパート及び補助職員 
 
 



（4）外部要因（満たされるべき外部条件） 
前提条件：農業政策に変更が生じない。 
 

５．評価 5 項目による評価結果 

（1）妥当性 
以下の点から、本案件の妥当性は高いと判断できる。 
＊モザンビークの PARPA（絶対的貧困削減行動計画）に基づき策定された PROAGRI（農

業セクタープログラム）のなかでは、農村地域の小規模農家に対する支援について優先

度が置かれている。本案件では、ショクエ灌漑スキーム内の 9 割以上を占める小規模農

家の農業技術向上による農業生産の向上をめざすことから、同国の課題である貧困削減

及び食糧安全保障に対し貢献するものである。（国家政策レベル） 
＊ショクエ灌漑スキームは、国策に基づいた大規模灌漑事業と位置づけられており、ショ

クエ灌漑スキーム改修プログラムを策定（1992 年）し、わが国も無償資金協力（2002～
2003 年）により幹線水路を改修している。ただし、2 次・3 次水路の未整備により灌漑

利用面積は全体の 30％（9,000ha）にとどまっている。本案件を通じて、ショクエ灌漑公

社及び水利組合による灌漑施設の維持管理が改善され、灌漑利用面積が拡大し、無償資

金協力との連携による相乗効果が期待される。（灌漑政策レベル） 
＊灌漑スキームの位置する南部地域は、コメの需要が増加している一方で、栽培面積及び

生産量が伸びておらず、コメの輸入量が急増している。本案件では、活動のひとつとし

て優良品種（リンポポ米を含む）の種子生産を行うことから、対象地域のみならず南部

地域全体の稲作農家の収入増加に寄与することが期待されている。（南部地域レベル） 
＊この地域では、灌漑施設の維持管理体制が不十分な状況にあるうえ、現地に適した農業

技術及び営農支援体制が依然として十分ではなく、農業生産の向上には結びついていな

い。本案件では、3 つの関連機関（ショクエ郡農業局、ショクエ農業試験場、ショクエ

灌漑公社）の連携を通じて、小規模農家に対する農業技術及び営農支援体制を確立し、

小規模農家の生計向上を図る。（対象地域レベル） 
 

（2）有効性 
以下の点から、本案件の有効性は高いと判断できる。 
＊ショクエ灌漑スキームの小規模農家の農業技術は発達していない。本案件では、ショク

エ農業試験場において、小規模農家を対象とした農業技術（畜力耕起、土壌改善等）を

向上させるための、ショクエ郡農業局との連携を通じた小規模農家に対する普及活動の

活性化を図る。（成果 1） 
＊同灌漑スキームは 1 次灌漑水路をショクエ灌漑公社が管理し、2 次・3 次灌漑水路を水利

組合が管理しているが、水利組合の脆弱な運営体制と維持管理技術の低さのため灌漑用

水の供給は不安定であり、小規模農家は効率的かつ安定的な農業生産を実現できないで

いる。本案件では水利組合の農民リーダーを対象とした灌漑施設の維持管理に関する技

術研修の実施や小規模農家が用いる管理マニュアルの策定を通じ、施設の維持管理技術

向上を図ることとしており、安定した水供給による安定した農業生産の実現が期待され

る。（成果 2） 



＊未精米のコメは精米業者による買い取り価格が低く、コメ生産の純収益は投入に見合っ

たものではなかった。精米機を導入することにより、水利組合の精米販売が可能となり、

販売価格の向上と販路の拡大が期待されるとともに、精米機の維持管理技術の指導、共

同購入・販売に関する指導、小型トラクターやマイクロクレジットの運用などによる営

農支援体制の強化が組合員の生計向上につながることが期待される。（成果 3） 
＊同灌漑スキームが有効的に活用されるには、ショクエ灌漑公社のみならず、関連機関で

あるショクエ郡農業局、ショクエ農業試験場との連携が不可欠であるが、これまでは限

られたものであった。各機関は農業省内の組織であり、本案件を通じて、各機関の連携

を図ることによって、同省の地域開発事業の実施能力が強化される。（成果 4） 
 
（3）効率性 

以下の点から、本案件の効率性は高いと判断できる。 
＊小規模農家を対象とした農業技術については、ショクエ農業試験場において、JICA 専門

家（2001.4～2005.8）により各種実証試験（畜力耕起、コメの二期作、二毛作等）が実

施されている。これまでの成果を活用して、灌漑地域における小規模農家の現状に即し

た農業技術の確立を図っていく。（農業技術） 
＊フランス開発庁（AFD）の支援により、ショクエ灌漑公社には灌漑管理に関するデータ

が蓄積されていることから、これらの情報を活用し、水利組合の支援を通じた小規模農

家の生計向上への取り組み方法を明らかにしていく。また、AFD により作成された水利

組合強化・灌漑施設管理マニュアルを、現地語やイラストを用いて、水利組合が活用可

能なマニュアルに改訂する。さらに、他の水利組合との意見・情報交換の場を設け、プ

ロジェクト成果の地域への波及効果を期す。（水利組合レベル） 
＊水利組合のなかには、自主的に 2 次・3 次水路の改修を行っている組合（D12）、農家レ

ベルではあるが小型精米機を運営している組合が存在する。普及効果を図るうえでも、

組織としてある程度整っている組合をモデル水利組合に選んで、各活動を実施していく。

（営農支援体制） 
＊同灌漑スキームを有効的に活用するには、水利組合に対する支援のみならず、関連機関

であるショクエ郡農業局、ショクエ灌漑公社、ショクエ農業試験場の連携が不可欠であ

る。本案件では、各機関に専門家（3 名）を 1 名ずつ配置し、普及活動を実施するショ

クエ郡農業局を中心として、お互いの連携強化を図っていく。（関連機関の連携） 
＊特殊言語（ポルトガル語）、文化、自然環境に配慮し、同一言語圏からの第三国人材（例：

ブラジルからの第三国専門家など）を活用する。 
 

（4）インパクト 
以下の点から、本案件のインパクトは高いと判断できる。 
＊同灌漑スキーム内には 30 の水利組合が存在する。まずは、モデル水利組合（1 もしくは

2 カ所）において小規模農家の生計向上の柱となる小規模農家に対する農業技術、灌漑

施設の維持管理、営農支援体制の確立をめざしていく。その過程で水利組合が活用でき

るマニュアルが作成され、ショクエ郡農業局の普及員を通じて、他の水利組合へも普及

されていくことが期待されている。（対象地域レベル） 



＊同スキームの位置するガザ州には、灌漑施設が複数（30 前後）存在し、水利組合により

管理されている。ただし、その多くが水路の維持管理がいきとどかず、灌漑利用面積は

限定されている。本案件の実施により、水利組合の抱えている課題が整理され、ショク

エのみならず州レベルにおける灌漑開発事業への貢献が期待されている。（州レベル） 
＊同国では、農業の商業化を推進するための農家に対する支援は、これまで中規模農家が

中心であり、営農資金が乏しい小規模農家に対しては限られたものであった。本案件を

通じて、小規模農家を対象とした営農支援体制を確立することにより、他の地域開発事

業の計画立案及び実施の段階での活用が期待される。（農業政策レベル） 
 

（5）自立発展性 
以下の点から、本案件の自立発展性は高いと判断できる。 
＊本案件にて関連機関であるショクエ郡農業局、ショクエ灌漑公社、ショクエ農業試験場

の連携による水利組合への技術・情報提供の強化と、また、水利組合の組織運営を強化

することにより、小規模農家に対する営農支援体制（技術普及、精米機、トラクターの

導入、機器類・施設の維持管理技術の指導）が整備され、各小規模農家において生計向

上が見込まれる。さらに水利施設利用者の増加に伴う水利代収入の向上は、運営資金の

拡大につながり、最大の懸案事項である精米機、トラクターなどの維持管理、更新に係

るコスト負担能力を向上させ、持続的な営農支援活動の実施が期待される。（対象地域レ

ベル） 
＊PROAGRI フェーズⅡ（農業セクタープログラム）では、農業省の地方分権化を進めて

いく方針であり、今後、地域レベルの地域開発事業への支援（人材･予算）が強化される

ことになっている。本案件を通じて、ショクエ灌漑地域における地域開発事業の方向性

（アクションプランの作成・実施）が明らかとなれば、農業省により継続的な事業の実

施が期待される。（実施機関レベル） 
＊同灌漑スキーム改修プログラムでは、当初 2005 年までに全体の改修が終了する予定であ

ったが、現在の灌漑利用面積は約 30％（9,000ha）にとどまっている。本案件を通じて、

2 次・3 次灌漑施設管理が改善され、安定した農業生産が可能となれば、同灌漑改修プロ

グラムに対する援助機関〔石油輸出国機構（OPEC）、イスラム銀行など〕の支援促進が

期待される。（灌漑政策レベル） 
 

６．貧困・ジェンダー・環境等への配慮 

（1）貧 困  ：本案件の対象地域であるショクエ灌漑スキームは、その大半（92％以上）

が小規模農家であり、本案件では、貧困層の大半を占める小規模農家を

対象とした農業技術及び営農支援体制の確立が図られており、貧困軽減

に寄与するものである。 
（2）ジェンダー：対象地域では多くの女性が農業により生計を立てており、女性が農業に

従事している世帯では、労働力不足が農業生産の向上を妨げる要因とな

っている。本案件における畜力及び小型トラクターの導入は、女性の労

働の低減と、生産性の向上を通じた生計向上につながることが期待され

る。 



（3）環 境  ：本案件では、灌漑水路（2 次・3 次）を改修することにより、限られた水

資源の有効活用が図られており、環境に対する留意がなされている。 
 

７．過去の類似案件からの教訓の活用 

同灌漑スキームでは、フランス開発庁（AFD）により 1988 年～2004 年の間、ショクエ灌漑

公社を通じてモデル水利組合（D11 地区）の組織強化が図られたものの、AFD の活動は灌漑施

設の改修と維持管理の改善に係る内容に限られ、水の有効活用による営農や収穫後処理に係る

技術の改善と普及には取り組まれていなかったために、灌漑水の確保が必ずしも農家生計の向

上には結びついていなかった。  
また、2 次・3 次水路の改修及び灌漑施設管理に関するマニュアルが作成されたが、AFD が

残した施設管理マニュアルはポルトガル語で作成されており、識字率の低い農民レベルでの活

用に支障があり、現地語やイラストを多く用いた普及しやすいものに改訂する必要がある。本

案件では、関連機関の連携を通じて、現地に適した農業技術及び営農支援体制を確立し、小規

模農家の生計向上を図るものとする。 
 

８．今後の評価計画 

中間評価（2008 年 7 月ごろ）、終了時評価（2010 年 2 月ごろ）、事後評価（終了時から 3 年以

内）を実施予定である。 
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第１章 事前調査の概要 
 
１－１ 事前調査の目的 

（1）調査目的 
協力の基本構想〔プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）案、実施体制案、討議議

事録（Record of Discussions：R/D）案等〕について先方と協議議事録（Minuts of Meeting：M/M）

で合意する。 
 
（2）調査内容 

1）プロジェクト概要の協議・合意 
本プロジェクトの要請の背景を確認するとともに、プロジェクト実施体制（関係機関、人

員、予算）についてモザンビーク共和国（以下、「モザンビーク」と記す）側と協議を行い、

基本計画（達成目標、成果、活動、投入、協力期間、ターゲットグループ等）を策定する。 
2）基本計画の評価（プロジェクトの妥当性の確認等） 

基本計画について評価 5 項目の視点で評価する。特にプロジェクト実施の妥当性について

調査する。 
3）実施計画の策定 

プロジェクトの基本計画の策定・合意を受けて、プロジェクト実施期間全体の暫定実施計

画案を策定する。 
 
１－２ 調査団の構成 

担当分野 氏 名 所属先 

総 括 北中 真人  JICA 農村開発部 第三グループ長 

灌漑水管理 吉田 正秀 農林水産省中国四国農政局中国土地改良調査管理事

務所 計画課 

営 農 後藤 明夫 JICA 農村開発部 特別嘱託 

協力計画 白石 健治 JICA 農村開発部第三グループ乾燥畑作地帯第二チー

ム ジュニア専門員 

評価分析 竹  直樹 アイテック株式会社 

通訳（ポルトガル語） 田辺 早苗 財団法人日本国際開発センター 
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１－３ 調査日程 

調査期間：2005 年 7 月 17 日～8 月 12 日 
日順 日付 曜日 総括・灌漑水管理・営農・協力計画 評価分析･通訳（ポルトガル語） 

1 7/17 日 成田→香港（JL735 17:40～21:10） 
香港→ヨハネス（SA287 23:50～7:00） 

2 7/18 月 
ヨハネス→マプト（TM300 8:40～9:40） 
14:00 JICA モザンビーク事務所打合せ、専門家イン
タビュー 

3 7/19 火 
8:30 関係者インタビュー 

農業省（国際協力部、モザンビーク農業研究所、農
業普及局、灌漑局、畜産局） 

4 7/20 水 関係者インタビュー 
13:00 農業省経済局 

5 7/21 木 
JICA 事務所打合せ 
移動（マプト→ショクエ）、12:00 ショクエ灌漑公
社（HICEP） 

6 7/22 金 
関係者インタビュー 

8:30 農業試験場 
14:00 ショクエ農業普及事務所 

7 7/23 土 

 

9:00 マカラタネ、コニャネ（D12）視察 

8 7/24 日 成田→ソウル（NH7049 18:20～20:55） 
ソウル→ドバイ（EK323 0:30～5:25） 資料整理 

9 7/25 月 ドバイ→ヨハネス（EK763 9:55～16:15） 
ヨハネス→マプト（TM306 19:10～20:10） 

関係者インタビュー（NGO） 
8:30 FDC 

10:00 World Relief FCC 

10 7/26 火 

8:00 JICA 事務所と打合せ、10:00 在モザンビーク
日本国大使館表敬 
12:00 農業省表敬（農業次官、国際協力部部長、モ
ザンビーク農業研究所所長） 
14:30 国連食糧農業機関（FAO）訪問 

13:00 プロジェクト・サイクル・マネジメント
（PCM）ワークショップ準備 

11 7/27 水 
9:00 国際農業開発基金（IFAD）訪問 

午後 移動（マプト→ショクエ）、精米工場訪問（パ
ルメイラ） 

8:00～16:00 PCM ワークショップ 

12 7/28 木 
8:00 PCM ワークショップ 

10:00～16:00 ショクエ灌漑スキーム踏査（幹線・１
次水路） 

8:00～16:00 PCM ワークショップ 

13 7/29 金 

8:00～10:00 PCM ワークショップ 
10:00 ショクエ農業試験場見学、12:00 ショクエ農
業学校見学 
13:00 ショクエ郡普及事務所見学、13:30 HICEP 事
務所見学 
18:00 団内打合せ 

8:00～14:00 PCM ワークショップ 

14 7/30 土 ショクエ灌漑スキーム現地踏査 
8:00 灌漑組合訪問（D12） 

15 7/31 日 ショクエ灌漑スキーム現地踏査 
午前 マシンジールダム見学 

16 8/1 月 

8:00 ショクエ農業試験場協議 
9:00 ショクエ農業事務所協議 

10:00 灌漑組合訪問（D5） 
14:30 ショクエ灌漑公社協議 

17 8/2 火 10:30 ガザ州マシア灌漑地域訪問（佐々木隊員） 
移動（ショクエ→マプト） 

18 8/3 水 
8:30 農業省 M/M 案協議（国際協力部、農業普及局、モザンビーク農業研究所、灌漑局、畜産局） 

10:30 JICA 事務所打合せ 
14:30 フランス開発庁（AFD）訪問 

19 8/4 木 10:00 M/M 署名 
15:00 Massingir Dam and Smallholder Agricultural Rehabilitation Project (MDSAR) 

20 8/5 金 8:30 日本大使館、JICA 事務所報告 

21 8/6 土 マプト→ヨハネス（SA143 11:35～12:40） 
ヨハネス→香港（SA286 16:50～12:05） 資料整理 

22 8/7 日 香港→成田（JL732 14:30～19:40） 資料整理 
23 8/8 月 関係者インタビュー及び情報収集 
24 8/9 火 関係者インタビュー及び情報収集 
25 8/10 水 関係者インタビュー及び情報収集 

26 8/11 木 マプト→ヨハネス（TM301 7:00～8:00） 
シンガポール（SQ479 14:40～7:05） 

27 8/12 金 

 

シンガポール→成田（SQ012 9:45～17:35） 
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１－４ 主要面談者 

（1）モザンビーク側 
1）農業省 

Mr. Júlio Mchola 次 官 
Mr. João Simão Nyaima 国際協力部 部長 
Mr. Aurélio Nhabetse 灌漑局 局長 
Mr. Yogendra Kumar Singh 農業普及局 
Mr. Carlos Zandamela 農業普及局 
Mr. Mário Calene da Silava モザンビーク農業研究所 副所長 
Mr. César Augusto Tique モザンビーク農業研究所 
Mr. Ventura Macamo 畜産局 副局長 
Mr. Aurélio Maué Júnior 農業経済局統計部 技師 
Mr. Marcelo Chaquene 農業経済局計画部 技師 
Mr. Rodrigues Pereira ショクエ灌漑公社 総裁 
Mr. Roberto Lumbela  水利組合支援担当 
Mr. Inácio Mateus Mugabe ショクエ農業試験場 場長 
Mr. Adédito Mavie ショクエ郡農業局 局長 
Mr. José Amãndio Lopes  普及責任者 
Mr. Milagre Paulo Simbine  普及員 D12 
Mr. Chume  普及員マカレタニ 

2）公共事業省 
Mr. Carlos Bonete マシンジールダム改修プロジェクト責任者 
 

（2）国際援助機関 
Mr. Peter Vandor 国連食糧農業機関（FAO）モザンビーク･スワジラン

ド担当 
Mr. Custodio E. Mucavele 国際農業開発基金（IFAD）カントリーオフィサー 
Ms. Clarisse Dubois フランス開発庁（AFD） 
Mr. Carlos Zandamela Sasakawa Grobal 2000 
 

（3）NGO 
Mr. António Lázaro Simbine FDC ショクエ コーディネーター 
Ms. Elisa Augusto Manhiça World Relief FCC ショクエ支部 責任者 
 

（4）日本側 
1）在モザンビーク日本大使館 

津嶋 冠治 大 使 
加島 章好 参事官 
野口 広美 二等書記官 
大平 健二 専門調査員 
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2）JICA モザンビーク事務所 
筒井 昇 所 長 
須藤 勝義 次 長 
丸山 治美 企画調査員 

3）日本人専門家 
田村政人 農業開発アドバイザー 
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第２章 要請の背景 
 
（1）モザンビークの概要 

モザンビークは、80 万 km2（農地：18 万 km2）の国土を有し、1,880 万人の人口を抱えてい

る。農業が基幹産業となっており、就業人口の 80％、GDP の 20％、輸出の 70％を占めている。

過去 5 年において、稲生産面積は 17 万 ha、生産量は 12 万 t （平均収量 0.8～1.6/ha）であるの

に対し、コメの需要増加に伴い（25kg/人）、コメ自給率が著しく低下し（2004 年：24.7％）、現

在は 30 万 t 以上のコメを輸入している。コメはメイズに次いで主要な作物となっているが、天

水に依存した稲作体系で作柄の不安定なことに加え、品種や栽培技術、土壌改善、農作業体系

などの総合的な改良技術が普及していないことも、同国の低いコメ生産量の大きな要因である。 
農業生産の地域格差では、北・中部は穀物の域内自給がほぼ可能であるのに対し（年間 1 人

当たりの生産量はおのおの 120kg、85kg）、南部（ガザ、マプト、イニャンバネの 3 州）の年間

降水量の少ない地域（400～500mm）は 20kg にとどまっている。南部地域では、稲作のポテン

シャルが高いものの、灌漑地域における生産が減少し、輸入作物に対する依存度が高まってお

り、食糧安全保障の観点から同地域の自給率向上が急務となっている。 
 

（2）ショクエ灌漑スキーム改修に対するこれまでの取り組み 
ガザ州ショクエ郡のリンポポ川沿いに位置するショクエ灌漑スキームは、1952 年～1979 年

にポルトガルによって建設された国内最大の灌漑スキームであり、かつては、独立以前から同

国の穀倉地帯として機能し、約 10 万 t 以上のコメを生産し、国内の大半を占めていた。同スキ

ームは、1980 年代の内戦、独立後の経済体制の変更に伴う組織改編の影響に加え、2000 年の

リンポポ川の記録的な大洪水により、スキームの機能は大きく停滞し、生産量はかつての 10
分の 1 に落ち込んでいる。 

モザンビーク政府は 1992 年にショクエ灌漑スキーム改修プログラムを策定し、わが国は無

償資金協力（2002～2003 年）を通じて、同スキーム内の幹線水路（1 次水路 14km）を改修し

た。フランス、ポルトガルの支援により、2 次、3 次水路の一部改修と灌漑組合の強化が行わ

れている。同灌漑スキーム全体の改修が終了すると、灌漑面積 2 万 6,000ha に対し必要な水量

が確保され、受益農家の周年栽培が可能になる。ところが、当初計画されていた改修プログラ

ム（2007 年までに改修完了）は予定より遅れ、これまでの改修状況は 35％となっている。今

後、石油輸出国機構（OPEC）により 5,000ha、イスラム銀行により 7,000ha の改修が計画され

ている。 
 
（3）ショクエ灌漑スキームの現状及び問題点 

同灌漑スキームの耕作利用面積は、上述の改修プログラムの遅れのみならず、不安定な天水

の影響及び主流であるリンポポ川より供給される不規則な灌漑量により、雨期 6,000ha、乾期

3,000ha にとどまっている。 
同灌漑スキームは、ショクエ灌漑公社（HICEP、1996 年設立）によって管理されており、HICEP

の主な役割として、①1 次水路までの安全な水の供給と配分、②スキーム内にある 30 の灌漑組

合からの水利代の徴収と管理、③付属灌漑設備の維持管理が挙げられる。ただし、灌漑組合の

大多数を占める小規模農家（全体の 92％以上）にとって、農業純収益に占める水利代の割合
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（60％以上）が高いことから、実際に支払っているのは 30～40％となっている。小規模農家の

なかには、灌漑スキーム外で耕作している者もいるが、天水を利用しているため、栽培時期が

雨期作（9 月～2 月）に限られている。 
ショクエ灌漑地域の耕作が限られている要因として、同地域における小規模農家〔経営規模

4ha 以下（大半は 0.5～1ha）、全可耕面積の 47％〕のニーズに対応した耕作手段（人力･畜力・

トラクター）が限られており、かつ営農支援体制が整っていないことが挙げられる。小規模農

家は、一部の大農が使用している耕作機械（トラクター）を利用することができず、耕作手段

は、主に人力・畜力となっている。畜力による耕作についても、営農資金及び役畜が不足して

おり、その利用は限られている。さらにコメの低い販売価格が重なり、小規模農家の多くは耕

作意欲を失い、作付面積が広がらないという悪循環を招いている。 
 
（4）相手国政府国家政策上の位置づけ 

1999 年 12 月に策定された PARPA（絶対的貧困削減活動計画）では、貧困削減戦略目標とし

て、人口の約 70％（地方 72％、都市 62％）の貧困率を 2010 年までに 50％以下に削減するこ

とを掲げている。同国では、PARPA に基づいて、各セクタープログラム（農業、保健、教育）

が設けられており、農業セクタープログラムとして PROAGRI（フェーズⅠ：1999～2004 年、

フェーズⅡ：2005 年開始）が始まった。このなかで、灌漑部門の強化支援が優先課題となって

おり、ショクエ灌漑スキームは、国策に基づいた大規模灌漑事業と位置づけられている。小規

模農家に対する支援についても優先度が置かれており、重点課題として①貧困削減、②食糧安

全保障、③雇用創設、④貿易収支の改善を挙げている。ただし、フェーズⅠでは、農業農村開

発事業の実施機関である農業省の支援体制強化が優先され、農村地域に対する支援はごく限ら

れたものであった。これを踏まえて、フェーズⅡでは、貧困層が集中している農村地域に対す

る支援が求められている。 
以上の背景から、ショクエ灌漑地域における農民の生計向上を図るためには、同地域の大半

を占める小規模農家を対象とした農業技術（畜力導入、土壌改善）の確立や営農支援体制の強

化が有効であることから、今回の技術協力プロジェクトの要請へとつながった。 
本プロジェクトの実施により、灌漑地域の小規模農家に対応した具体的な取り組みが明らか

となり、ショクエ灌漑地域のみならず、PROAGRIⅡを通じた、農村開発事業の拡大・普及が期

待されている。 
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第３章 協力分野の現状と問題点 
 
３－１ 灌漑水管理分野 

（1）スキーム内における代表的な水路系 
本スキームは灌漑可能面積 2 万 6,000ha もの広大な規模の耕地を有しており、この中に 30

の水利組合が、生活及び生産活動を展開させている。スキーム全体の灌漑系を理解するもの

としては「ショクエ灌漑システムレイアウト」がある。灌漑水路系の細部を把握し、特に水

利組合内での運用管理の仕組みの理解に資するため、スキーム内における灌漑水路系を整理

したものである。 
ここでは、現地調査を行った D12 ブロックをモデルとして整理しているが、灌漑水路系自

体はどのブロックも同様である。 
灌漑水の流れとしては、以下のとおりとなっている。 
リンポポ川→取水口→幹線水路→1 次水路→ゲート 1→2 次水路→ゲート 2→3 次水路→水

口→圃場→2 次排水路→1 次排水路→リンポポ川 
このなかで、スキーム全体の管理は灌漑公社（HICEP）、2 次水路以後は受益者農民に

より組織される水利組合が管理主体となっている。管理の内容については、（3）、（4）の

項にて詳述する。 
 

（2）灌漑施設の現状及び機能 
事前に入手した情報等により、本スキームにおいては水供給の不安定さとともに、灌漑施

設の老朽化や、洪水等による被害が著しいことによる水利用の非効率性が問題として認識さ

れていた。灌漑水系における各水利施設の現況は以下のとおり。 
1）幹線水路及び 1 次水路 

いずれも土水路によるもので、灌漑公社が管理主体となっている。 
幹線水路（L＝14km）は、わが国が無償資金協力（2002 年～2003 年）にて改修を行っ

ており、この部分については物理的損壊もなく、通水断面にも異常は認められず、通水

に関して問題は見られない。 
1 次水路については、水路の末端まで送水はされている状況。部分的に水草が繁茂し、

通水断面が阻害されているところも見受けられ、そのような箇所付近では、土砂の堆積

も推察されるが、通水能力の低下が顕在化するまでには至っていない。 
2）ゲート（1 次水路→2 次水路） 

1 次水路の付帯構造物で、圃場と 1 次水路水位のレベル関係により、分水工を用いた

自然取水と、ポンプアップによるものとがある。これらは、1 次水路同様灌漑公社が管

理主体となっている。 
改修済み、あるいは代替のポンプ設置済みなどで、調査の範囲内ではあるが、機能上

の支障は見受けられない。 
なお、分水工については、大きさの異なる複数のゲートのいずれかを開口することに

より、必要水量を下流（2 次水路）に送水できるものであるが、水位の計測、開口部の

断面積の把握は行われていないものと思われる。なお、ポンプアップ時の流量計につい

ては、確認できていない。 
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3）2 次水路 
土水路によるもので、堤防自体については、部分的にウシの横断時に崩れたと思われ

る損壊が見られる程度であるが、通水断面については、維持管理不足による草の繁茂が

多く見られ、そのような箇所における通水能力の低下がうかがえる。 
ところどころ、水利用者（組合農家、大農）により清掃されている箇所も見受けられ

るが、頻度、場所とも限られているのが現状である。本項 3）～6）までは水利組合が管

理主体となっている。 
4）ゲート（2 次水路→3 次水路） 

2 次水路の付帯構造物で、損壊が著しいものの改修がなされていない箇所が多い。場

所によってはゲートが失われているために土嚢などを使用しているところもあり、簡易

な操作とはいえないものである。これらは、一方では、管理者の労力を要し、きめ細か

な水管理の意欲を減退しかねないものであるとともに、構造上の限界により漏水をシャ

ットアウトしきれず、水管理能力にも限界を生じさせるものである。 
5）3 次水路 

2 次水路から分岐し、各区画に至る水路で、先述した 2 次水路から 3 次水路に送水す

るゲートともども、灌漑水路系のなかでも、老朽化が最も著しい施設である。無償資金

協力調査の報告書によると、2 次水路は総延長 1,032km で、コンクリートフリュームに

よるものが 922km、土水路によるものが 110km とのことであるが、今回の調査では、土

水路による 3 次水路は調査できず、以下の内容はコンクリートフリュームによる水路に

ついて述べたものである。 
施設の現状として、水路の継ぎ目がズレたり、すき間やひび割れが発生している箇所

が多く、結果、ひび割れ部位からの染み出しや漏れ、水路接合部のズレからの流出など、

灌漑水のロスを発生させるものとなっている。また、水路そのものが破損しているなど

により通水不能になっている水路も見られ、長い間使用されていないものと見受けられ

る。当然、こういった水路掛かりの区画では灌漑水の手当てはなされず、営農活動は見

られない。 
このような老朽化等による損傷について、今回調査した D12 ブロックの水利組合への

インタビューによると、自ら水路のズレを直しつつ修復しながらも灌漑しているところ

はあるようだが、そのような水路はまれで、多くはそのような維持管理はなされず、現

状機能のまま灌漑しているとのこと。損傷の程度の低いものであれば、漏水をストップ

させるために目地を詰めるなどの応急的な措置も考えられるところだが、このような簡

単な措置等もなされず、漏水を伴いながら送水しているのが現状である。 
参考：コンクリート構造物の耐用年数は、日本においては 20 年～40 年程度である。こ

のころが改修の目安となる。破損するというわけではないが、機能に支障が生ず

るためである。 
6）排水路（2 次排水路） 

各区画からの余剰水を排除するために、2 次水路（区画の短辺方向）に平行し設置さ

れているもので、水利組合が管理主体となっている。水利組合へのインタビューによる

と、もともと深さ 2m 程度を有するものであったとのことだが、現在では、ほとんど全

路線で土砂の堆積が見られ、また、雑草の繁茂も著しく、外見上これが排水路とは識別
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できないほどの経年劣化を来しており、排水機能は期待できないと推察される箇所が多

く観察された。 
なお、2 次排水路が流入する 1 次排水路についても、こちらは灌漑公社が管理主体と

なっているものだが、水草の繁茂が見られるなど、同様に必要な維持管理がなされてい

ないと見受けられた。とはいえ、排水系統における機能低下は、2 次排水路に支配され

ていると判断される。 
その結果、「灌漑排水」の排水部分については、十分に管理できず、営農活動への支

障もあるものとみられる。現に、一部の地区では塩分が集積し、塩害が発生していると

の水利組合の声も聞いている。現地状況は確認できていないが、排水不良が原因のひと

つになっていることも推察される。 
 

（3）維持管理の体制 
以上の灌漑施設に係る管理については、スキーム運用規則に規定があり、灌漑公社と水利

組合の間で役割分担がなされている。無償資金協力の調査報告書にもあるとおりだが、簡潔

に整理すると以下のとおりである。 
ショクエ灌漑スキームにおいては、水利用者、すなわち農家は、スキーム運用規則の規定

に基づき、水利組合及び水利グループに加入することとされている。水利組合は 2 次水路ご

とに組織され、一方の水利グループは 3 次水路ごとに組織されるもので、灌漑系統上、水利

グループの加入員は水利用者、水利組合の加入者は、水利グループということになる。 
水利組合とは、灌漑水及び施設の管理を行う目的で、水利用者の組織化が行われたもので

ある。この組織化は、植民地時代のスキーム灌漑工事完成当時から、改修の前提条件であっ

たようであり、組合化は地域の持続性及び改修に必要な施策とされ、農家による共同運営を

目標としている。 
水利組合の義務については、以下の役割を定められている。 
① 水利用者（＝水利組合）は灌漑水の有効利用を実践すること 
② 水利組合は、2 次水路の維持管理、2 次排水路の維持管理を行うこと。水利グループ

は、3 次水路の配水及び維持管理を行うこと 
③ 水利組合及び水利グループは灌漑スケジュールを作成すること 
④ 水利用者（水利組合）は、灌漑公社算定の水利代を支払うこと 

 
水利組合においては、このような役割遂行の責務が与えられている一方で、置かれている

現状は、次のとおりである。 
① 組織運営に不可欠な事務局機能、事務管理機能の欠如 
② 灌漑施設の維持管理に必要な機材、資材等の不足 
③ 適正な維持管理のために必要な維持管理能力の不足 
④ 低農業収入ゆえの水利代支払能力の不足 
⑤ 用意された規約、マニュアル類運用に資する基礎知識等の不足 
⑥ 自ら負担を伴う改善等に対する意識の不足 
いずれも、遂行すべき義務に対し大きくかけ離れた現状を示している。 
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水利組合（D12）へのインタビューやワークショップでの意見を整理し、詳述すると、①

の関係では、まず組合に必要なツールと解されている。組合の運営一般、会計業務を行う事

務室、組合内の意思決定を行う会議室や、種籾等を保管する倉庫のたぐいである。役員、事

務員の任命はできてもそれらが組織的に機能するためには物理的な拠点は必要なもので、組

合長においては、この必要性を痛感している者もいる。現実として組合内で用意することに

なろうが、行動を起こす強い動機づけは必要と思われる。 
②及び③の関係は、維持管理に関係することでもあり、後述する。 
④の関係では、水利組合の責務である水利代（現在は 30 ドル/年）の支払いに関しては、

小規模農家は余裕などなく、当然滞納せざるを得ず、入手した情報では全体の 30～40％しか

徴収できていないようである。このような状況下で、将来的に不安定な水供給が改善されれ

ば、灌漑公社は正当な水利代（100 ドル/年）の徴収を要求していくこととしている。 
⑤の関係では、合法化の際の内部規約に関していうと、浸透していない。理解できる者が

限られていることと、内容そのものが現状を踏まえていないものだからである。したがい、

必要な者に必要な内容を理解させるには、使用者の能力に適合したマニュアルの作成と、そ

れを浸透させるための別途の手法が必要と考えられる。 
⑥の関係では、これが水利組合の自立を左右するものであるが、状況を認識しつつも、自

ら負担を伴い行動を起こすことは、まれなようである。さほどの経済的負担を伴わない解決

の手法に対する知識の不足と、他の責務と認識していることが、主要因と思われる。前者は

技術力ともいえるもので、向上は期待できる。一方、後者に関しては、認識の統一化を図る

べく、水利組合と灌漑公社など関係者、関係機関との話し合いが効果的と考えられる。これ

は、水利組合の組織運営、事務管理及び技術面のあらゆる点で求められ、スキームの持続的

な運営・発展のためには是非とも全うしてもらいたいものである。 
さらに、灌漑公社は、現在は任意組織である水利組合の合法化を進めていくこととしてい

る。合法化ののちには、自ら必要な資金を借り入れることも、請負業者との契約も可能とな

るが、水利組合は組織としては未成熟で、資金力もなく、このような現状を踏まえると、合

法化に伴う権利の享受は困難といえる。 
規約にもあるとおり、灌漑公社は、水利組合に対する責任を有している。「水利用者組合

への技術･事務的援助を行う」権利を有し、また、「2 次及び 3 次水路単位の管理に関した技

術指導」の関係を有しているものである。組織の合法化も、独立採算のための正規の水利代

の徴収も、その責任の具体の要素ともいえるが、喫緊の要素とは必ずしもいえない。つまり、

水利組合に対しては、先にも説明した責務と現実との乖離の距離を埋めるための施策を講ず

ることが先決と考えられる。 
したがって、さまざまな取極めや権利を形作る前に、水利組合の責務遂行のための基礎体

力の向上、体制の改善のための施策が要求され、更にいうと、現状の水利組合に必要なもの

は、権利ではなく、インセンティブを付与する基盤の形成（能力の提供）であると考えられ

る。 
実際、D12 グループのインタビューにおいては、組合活動を展開させていくために不可欠

な条件として、種々のツールの不在を挙げている。ここでいうツールとは、組合の運営一般、

会計業務を行う事務室、組合内の意思決定を行う会議室や、種籾等を保管する倉庫のたぐい、

維持管理のための小型重機、機材や資材など、安定かつ一定程度の活動のために必要と考え
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られるものである。 
 

（4）水管理（送・配水管理）の体制 
D12 地区の例によると、灌漑公社は、1 次水路から、各水利組合の 2 次水路への配水を管

理している。実際は、灌漑公社の委託する管理労働者が管理している。灌漑面積（作付計画）

に対する必要水量は、各ブロックの班長との話し合いを踏まえ、口径の大きさと時間に基づ

く水管理をしている。同じく作付計画に基づき水利代を算定し組合に対し請求している。管

理労働者と水利組合の班長（2 次水路の管理担当者）との話し合いを踏まえ、班長が 3 次水

路の区画長（3 次水路左右岸の区画の責任者）をコーディネート（時間割による管理指示）

し、自らの水路における水管理を行っている。区画長がコーディネートに基づき、2 次水路

から 3 次水路へのゲートの時間割管理をしている。末端の 3 次水路における水口からの取水

は、区画長の判断による時間割に基づき、各自取水している。水が少なく、時間割が守られ

ないところもあるようである。以上が水管理面での役割分担で、水を使用するという必要上、

役割分担が機能しているものと考えられる。組合自身としては、組合長以下、役員、会計、

事務員等の体制がとられるようになっている。しかしながら事務局機能は不十分である。 
 

（5）維持管理の現状及び問題点 
1）現 状 

・ 水利組合自身、施設の機能低下と、維持管理の必要性は認識（D12）。 
・ 主に組合の①資機材の不足、②技術力（知識・意識）の欠如により維持管理が不足。 
・ ①については、組合の資金不足により、ただちに確保できる状況にない。 
・ ②については、組合自身での解決は困難。 
・ 灌漑公社による維持管理の技術指導もいきとどいていない。 

2）問題点 
・ 結果、多くは現状の送水ロスを抱えたまま灌漑することとなり、効率的な水利用に際

し、施設の維持管理不足が阻害要因のひとつとなっている。 
・ 営農面積の拡大にあたっては、送水を担保することが必要で、施設が良好に機能して

いることが条件。 
・ 一方、組合能力（①、②）からは、規約上は組合の責務とされているものの、現状の

ままで適正な維持管理を求めるのは困難であろう。 
かつ、規約にある灌漑公社の組合に対して行う維持管理の技術的指導も十分いきとどい

ていない。これは管理労働者そのものの技術力不足ともいえ、組合員のインセンティブに

も影響している。 
 

（6）水管理（水利用）の現状及び問題点 
水路自身が破損している水系は別として、送水可能な区画に対しては、ひとまず灌漑水は

いきとどいているようである。ただし、①1 次水路→2 次水路への分水、②2 次水路→3 次水

路への分水、③3 次水路から各区画への取水について、基本的にゲート開閉の時間割操作に

よる水管理の手法をとっているが、定量的に取水量を把握するといった水管理（配水管理）

はなされていないようである。また、施設の調達が可能な大農によっては 1 次水路から直接
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ポンプアップしているところもあり、そのような箇所の取水量の把握はできていない。3 次

水路への各ゲートを時間割に従い操作するにあたり、施設の不具合から完全に止水しきれな

いで、配水の必要ない水路、時期に量の程度を問わず、水が流れている事態も起こっている。 
「現状」の点で述べた途中からの取水、ロスの事態により、末端で必要水量が確保されな

い事態も起こり得、調査をした D12 の水利組合では決められた時間割では必要な灌漑水が確

保できす、時間割が守られないこともあるようである。これにより、現状の水管理では、送

水、取水の時期やその量の調整が困難な場合も起こり得、適正な営農計画に対して渇水で水

路の水量が少なくなるほど、また、将来的な灌漑面積の増加に伴い、「スキーム内の末端まで

必要水量を確保する」ことは難しくなることが想定される。 
 

（7）リンポポ川流域における灌漑施策 
リンポポ川における水資源の有効利用として、 
① マシンジールダムの貯水能力の向上と、 
② マカレタニ堰の水管理能力の回復 

を図ることとしている。 
① 28 億 4,400 万 m3 の貯水能力（9 万 ha の灌漑能力に相当）を有するも、ダム土台の不

良により、最大で、満水時の 40％の貯水にとどまっている。 
公共事業省下の一組織である ARASUL が管轄している。ARASUL によれば、2006 年

中旬に改修終了、2005 年の雨期から貯水開始の予定とのことである。 
② 浸透性の高い土台のために、満水時の 1/3 の 6 億 m3 の貯水能力にとどまっている。ゲ

ート操作は不能で、ゲート部からの漏水も著しい。イスラム開発銀行の融資により改修

を予定しているとのことである。 
マシンジールダムなどの改修によりリンポポ川の灌漑能力は向上することが予想される

が、渇水自体の回避はできないものと思料される。 
 
３－２ 営 農 

スキーム内の圃場（2 万 6,030ha）は、作物適地の観点から、水稲栽培適地 1 万 3,350ha、水稲/
畑作物栽培適地 5,340ha、畑作物栽培適地 7,340ha に区分されている。また、塩類集積による休耕

地は、約 1,000ha と見積もられている。スキーム利用者（約 1 万 2,500 名）の規模別内訳は、小規

模（～4ha）が 94％、中規模（4ha～20ha）が 5％、大規模（20ha～）が 1％で、ほとんどが小規

模農家ということになる。スキーム内の役畜所有農家は全体の 12～18％、利用可能トラクター数

は 60 台前後となっている。小規模農家の耕起手段については、人力が 15％、畜力利用が 60％、

トラクター利用が 25％程度となっており、多くの農民が人力あるいは賃耕による畜力耕起を行っ

ている。 
スキーム内の小規模農家（4ha 以下）の基本的な営農体系は、灌漑水を利用し、雨期（10～3

月）に稲作、乾期（4～9 月）にトウモロコシ、豆類を中心とした畑作（野菜作）栽培を行うのが

一般的であり、スキーム外では雨期の天水を利用した作物栽培も行われている。野菜は、トマト、

タマネギ、キャベツ、レタス等が栽培されている。農民はトウモロコシ、コメを日常食としてお

り、主としてコメが換金作物として位置づけられている。 
小農の平均耕作面積は、稲作、畑作とも 0.5～1.0ha であり、耕作手段、労働力等の制限から、
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耕作面積は限られている。稲作の平均収量は、聞き取り調査の結果では 3～4t/ha。これは、サブ

サハラ・アフリカの灌漑水田における平均収量 3t/ha より好結果となっており、なかには 6t/ha と

いう高い収量を実現している農家も存在する。トウモロコシの平均収量は 1.0～1.5t/ha であり、

サブサハラ・アフリカの平均収量 1.2t/ha と同様の水準にある。稲作は通常、人力または畜力によ

る耕起、代かき後、移植栽培（一部直播）が行われ、無施肥あるいは少量の施肥後、人力により

除草、収穫が行われる。耕作手段の制限や雨期の暑さから、例えば苗代日数は 50～60 日（奨励日

数は 30 日）にまで延びるなど、適期に適切な栽培管理が行われることは難しく、より高い収量の

実現を阻害している。また、多くの農家は、化学肥料など生産資材の投入は最低限しか行ってい

ないが、畜力やトラクターによる耕起代〔牛耕 130 万メティカイス（MTS）/ha（53 ドル）、トラ

クター150 万 MTS/ha （61 ドル）〕、水利代〔稲 55 万 MTS/ha（22 ドル）、畑作物 27 万 5,000MTS/ha
（11 ドル）〕、雇用労賃〔2 万 5,000～3 万 MTS/日（1～1.2 ドル）〕に多くの費用を割いており、結

果的に生産コストを上昇させている。品種については、稲作では、ほとんどの農家で奨励品種

ITA312（生育日数 150～155 日）が栽培されており、トウモロコシでも奨励品種である Matuba（生

育日数 115 日）が多く用いられている。稲作においては、ほとんどが自家採種であり、種の純度

や質に問題が感じられる。野菜については南アフリカ産の種子が利用されている。ちなみに、牛

耕用 1 歳牛 1 頭の価格は 800 万 MTS（327 ドル）、牛耕用プラウは 1 台 150 万 MTS（61 ドル）で

ある。 
小規模農家の年間農業純収益は、平均で約 100 ドルとなっている。その収益の少なさが当スキ

ーム内小規模農家の最大の問題であり、それに対する対策が営農上の基本目標となる。少ない農

業収入を補う形で、南アフリカへの出稼ぎによる収入に依存する農家も少なからず存在する。そ

のため、働き手の多くを出稼ぎに取られ、女性、高齢者による農作業といった、慢性的な労働力

不足に陥っている農家も存在し、必要以上に雇用労働という投入を行わざるを得ない農家も少な

くない。 
スキーム内で耕作している土地は利用権の設定のみで、担保にならず、したがって銀行からの

融資も受けられず、融資を受ける際のデポジットを用意するのも難しい。また農業関連のマイク

ロクレジットを扱っている NGO も限られる状況下、小農にとって営農資金（初期投資）の入手

は大きな課題となっている。 
生産物の販売については、コメの場合は、ショクエから 110km 離れたパルメイラの精米工場に

農民自ら持ち込み、約 3,500MTS/kg（約 0.14 ドル）で買い取られるのが通常である。野菜等畑作

物の場合は、ショクエのローカルマーケットで販売されるか、その場で仲買人に売り渡され、マ

プト等への大都市へ運ばれている。自ら精米を行うことができない農家にとって、販売先が限ら

れているコメの場合は、品種の選択や買い取り価格に生産者の意向を反映することは困難である。

求められた品種で、しかも低い価格で売り渡さざるを得ず、また品がだぶついているときは買い

取りを制限されることもある。一方、輸入白米〔最低価格 9,000MTS/kg（0.37 ドル）〕、国産白米

〔最低価格 1 万 MTS/kg（0.41 ドル）〕との対抗も余儀なくされ、稲作に対するインセンティブ向

上は、小農の営農上極めて重要と考えられる。また、乾期の野菜は品数、作付けの関係から、同

じような生産物が一斉に出回るため、時として価格の暴落を招き、農業収入の向上につながらな

いという結果を招いている。 
ショクエにおける種子や肥料等、生産資材の販売は 2 つの会社（HYGROTECH、SEMOC）の

店舗で行われており、農機具等の販売に関しては、KANES という会社が店舗を構えている。生



－14－ 

産資材、農機具とも価格はマプトとほぼ同じである。化学肥料は南アフリカから輸入されており、

例えば尿素（46-0-0）1 袋（50kg）の価格は 67 万 5,000MTS/kg（27 ドル）で、窒素 1kg 投入する

のに 1.2 ドル、籾換算では 9kg 必要になる。同様に、タンザニアでは 4kg、ケニアでは 2kg の籾

で窒素 1kg を投入できる計算になり、モザンビークでいかに肥料の価格が高く、またコメの生産

者価格が安いかが理解できる。 
主として 2 次・3 次水路の水系に対応して組織化された水利組合がスキーム内には 30 存在する。 
7 組合が既に合法化され、6 組合が合法間近、6 組合が 2005 年中の合法化をめざしている（合

法化されると、独自に何かしら事業を行う場合、組合自体が施主になることができる）。組合員に

よる水路の共同清掃などは行われているが、共同農地以外では各人の田畑での共同作業、生産資

材の共同購入、共同での販売活動などは一般的には行われていない。また、水利組合同士の交流

や協力といったことも行われていない状況である。 
稲作の 1ha 当たりの平均生産費は、おおむね 1,250 万～1,500 万 MTS（500～600 ドル）と算出

され、その内訳で大きな比重を占めるのは、耕起代、生産資材代、雇用労賃代、水利代である。

実際小規模農家は、生産資材の投入等は極力抑えているので、これより低投入ながら、一方で低

収量という結果になっているものと思われる。次に支援体制について述べることにする。 
 

（1）支援体制の現状と問題点 
1）ショクエ農業試験場（EAC） 

・ 研究員：大卒 2 名、中等教育卒 13 名、アシスタント 72 名 
・ 研究対象作物：トウモロコシ、稲、ソルガム、マメ類、塊根類、果樹など 
・ 研究活動：品種改良、品種特性試験、水分・土壌試験、病害虫試験、種子増産など 
・ 普及員・農家対象トレーニング：普及員対象 2 週間コース…2 回/年 
 農民対象 1 日セミナー…3 回/年 
 フィールドデイ…4 回/年 
（問題点） 

① 研究員の不足（稲専門の研究員はいない） 
② 研究員の技術レベルの低さ 
③ 資機材の不足 
④ 現場（農民）ニーズと研究内容との乖離 
⑤ 農業局（DDA）との協力・連携の不足 

2）ショクエ郡農業局（DDA） 
・ 実施体制：畜産課、森林・危険動物対策課、普及課、農業課、地理・登録課 
・ 普及体制：普及課長、スーパーバイザー2 名、普及員 12 名（スキーム内の南北 6 名ず

つ） 
・ 資機材：PROAGRI 予算により、オートバイと携帯電話が貸与されている 
・ 活動内容：稲作、野菜に関する技術普及を行う 
（問題点） 

① 普及員の不足 
② 普及員の技術力不足 
③ 予算不足 
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④ 農業試験場との協力・連携不足 
 

（2）スキーム内で活動を行う NGO 
代表的なものとして、FDC、LWF（Lutheran World Federation）、Caritas、World Relief とい

った NGO が挙げられる。 
＜FDC（Foundation for the Development of the Community）＞ 

特徴：1994 年に創設された多くの分野で活動を行う大規模ローカル NGO 
活動内容：2000 年より農業向けの無利子のマイクロクレジットを実施 
スタッフ：担当スタッフは計 7 名（コーディネーター1 名、ロジ担当 1 名、普及員 5 名） 
ドナー：スペインの CEAR（マプトに事務所あり） 
対象世帯：シレンベネ（Chilembene）、ホクエ（Hokwe）、ムイアンガ（Muianga）に各

100 世帯ずつ 
地域選定理由：農業のポテンシャルはあるが、特に貧困層が多い地域 
農家選定方法：アンケートを実施し、分析する。農業をやっていること、女性の世帯主

であるかどうか、等。女性の世帯主であることは絶対条件ではないが、

弱者支援という観点からは、女性世帯が主なターゲットになっている。 
貸出額：地域、栽培農作物、耕地面積等による。面積 1ha までの農家が対象で、トマト

栽培の場合、1,200 万 MTS が上限。また、売れるマーケットがないという理由

で、コメに対する貸し出しはやっていない。 
システム：「農作業前に貸して収穫後に返す」という回転資金。返済率は約 60％で、収

穫しだいで上下する。返済が遅れても、「返すまで待つ」という姿勢を保って

いる。 
その他の活動：ホクエには、トラクターや輸送用トラックも供与。したがって、農業は

比較的順調である。これに対し、シレンベネとムイアンガは農業が停滞

している。理由として、「ツール（トラクターや輸送用トラックのことか）

が不足している」との説明があり、上述したすべての対象サイトに供与

するまでのキャパシティがないと考えられる。 
技術支援：貸出資金の運営、機材等の管理、組合強化（将来的に、組合を自分の力で運営

できるようにするため）、農業面の技術支援（種、肥料・農薬の使い方など。

これらについては、DDA の普及員とも密に連携をとっているとのことである） 
 

こうした現状の下、農業純収益を増やし、スキーム内の農業を活性化させるための営農上のポ

イントとしては以下のものが考えられる。 
① 農業生産量の増大 
② 生産コストの削減 
③ 安定的・高価格販売 

 
これらの点を踏まえ、具体的な活動内容について、「第９章 プロジェクトの基本計画」で述

べることにする。 
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第４章 要請の内容 
 

モザンビーク側が要請している技術協力プロジェクトの内容は以下のとおり。 
 

（1）プロジェクト名 
（和文）ショクエ灌漑スキーム小規模農家総合農業開発プロジェクト 
（英文） Integrated Agricultural Development Project for Family Sector Farmers in Chokwe 

Irrigation Scheme 
 

（2）協力期間 
5 年間 

 
（3）プロジェクトの実施機関 

1）実施機関：ショクエ農業試験場（EAC） 
2）責任機関：モザンビーク農業研究所（IIAM） 
3）関連機関：農業普及局（DNER）、灌漑局（DNHA）、畜産局（DINAP） 

 
（4）対象地域 

ショクエ灌漑スキーム 3 カ村（マカラタネ、マサバセ、コニャネ） 
 

（5）プロジェクトの目的 
1）上位目標 

ショクエ灌漑スキームを中心とするガザ地区ショクエ郡において、農業生産性が向上し、

食糧自給、貧困削減、持続的開発に貢献する。 
2）プロジェクト目標 

参加する農家の農業所得が向上し、農家組織が強化される。 
 

（6）プロジェクトの成果 
1．対象地域において、蓄力農作業技術が有効活用される。 
2．対象地域において、優良な土作りによる低投入・多角的農作業体系が開発・実証される。 
3．対象地域において、農民組織が強化される。 

 
（7）プロジェクトの活動 

1-1. 対象農家コミュニティの選抜とコミュニティ家畜衛生員（Animal Health Worker）の選抜

と訓練 
1-2. 農家グループへの蓄力農作業用の家畜・作業機のクレジット配布及び訓練 
1-3. 作物栽培と組み合わせた農家実証圃場における実証、結果の展示、実証結果のフィード

バック、及びそれに基づく技術改良 
2-1. 有機肥料による優良な土作りのための実証圃場の選定・設定 
2-2. 実証圃場における実証、結果の展示、実証結果のフィードバック、及びそれに基づく技
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術改良 
3-1. 対象地域でのベースライン調査（農家経営、営農実態、水利組合） 
3-2. モデル農家の組織強化についての訓練 
3-3. モデル農家向け小規模クレジットの実施可能性調査 
3-4. マーケティング支援のためのパイロット事業（共同市場への販路確立、組合による共同

出荷等）実施 
 

（8）主な投入計画 
1）日本側投入 

・専門家 
長期：チーフアドバイザー兼農民研修 
   業務調整 
短期：稲作、野菜栽培、精米機技術指導、水管理指導、マーケティング指導、土壌保全･

管理（有機質土壌） 
・ローカルコンサルタント/NGO の活用費 

蓄力農作業訓練 
農民組織化 
小規模クレジット可能性調査 

・機材：車両、実証活動用 OA 機器、マーケティング支援精米機、研修機材、気象観測装

置、稲作試験用機器、畑作試験用機器、実施事業支援のためのトラクター等農業

機械 
・研修員受入れ 

 
2）モザンビーク側投入 

・ショクエ農業試験場の施設（プロジェクトオフィスを含む）及び人員（カウンターパー

トの配置） 
・ショクエ農業試験場の運営経費（光熱費、電話代、水道代、圃場作業員人件費等） 
・一部車両、トラクター、灌漑用ポンプ、各種研究機器の提供 
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第５章 日本の他の協力との関連 
 
（1）無償資金協力「ショクエ灌漑スキーム改修計画」 

2002 年から 2003 年にかけてショクエ灌漑スキームの幹線水路（14km）を改修し、1 次水路

までの灌漑用水の供給を可能にした。当初の計画では、その後各援助機関が 2 次・3 次水路の

改修を実施し、2006 年までに同灌漑スキームの全面積（2 万 6,000ha）が灌漑可能になる予定で

あったが、各援助機関の支援が進んでいないため、現在は 9,000ha の灌漑用水の供給にとどま

っている。（2001 年度：13.11 億円、2002 年度：8.85 億円） 

 
（2）個別専門家派遣「農業開発アドバイザー」（2001.5～2005.8） 

わが国は、農業農村開発局の国立農業研究所に農業開発アドバイザーを派遣し、同専門家に

より、ショクエ農業試験場において、小規模農家を対象とした農業技術（畜力導入・土壌改善）

と営農体系（稲の二期作、畑作）の実証試験を実施している。畜力による耕起に関しては、そ

の有用性と普及の可能性が確認されている。また、ショクエ灌漑地域の小規模農家の現状把握

を目的として、対象候補地域において「農業経営実態調査」（2005.1～2005.3）を実施している。 
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第６章 他の援助機関の協力概要 
 
（1）ショクエ灌漑スキーム改修プログラム 

1992 年にモザンビーク政府によって策定されたショクエ灌漑スキーム改修プログラムに基

づき、1995 年以降、各援助機関の支援による改修が計画された。わが国もその一環として無償

資金協力（2002～2003 年）を通じて、同スキーム内の幹線水路（1 次水路 14km）を改修して

いる。 
ただし、当初計画されていた支援が予定どおり進んでおらず、これまでにフランス開発庁

（AFD）の支援により、2 次、3 次水路の一部改修が行われているのみであり、改修状況は 35％
にとどまっている。2005 年 8 月の段階で、OPEC により 5,000ha、イスラム銀行により 7,000ha
の改修が計画されている。 

同改修プログラムの実施状況は表－１のとおり。 
 

表－１ ショクエ灌漑スキーム改修プログラムの実施状況 

（巻頭のショクエ灌漑地区図参照） 

 
（2）フランス開発庁（AFD） 

AFD は、ショクエ灌漑公社（HICEP）と協力して、同灌漑スキームの水管理体制のデータを

構築するとともに、2 次・3 次水路の改修を行った D11 地区の水利組合に対して、水利組合の

運営強化を行い、マニュアル（ポルトガル語）を作成している。ただし、ショクエ農業事務所

及びショクエ農業試験場との連携はなく、営農分野に関しては含まれておらず、灌漑分野に限

られている。 
 

灌漑水路 支援機関 基本設計時との違い 

General Canal Japan（済み） な し 

Canal Direito;Canal 
Esquerdo;D1,D2,D3,D4,D5,D6,D7 

OPEC（予定） OPEC とポルトガルが実施する予

定だった箇所 

Canal Direito;Nwachicoluane; 
RHS,D8,D9,D1N,D2N,D3N,D4N 

OPEC（予定） OPEC 実施予定箇所 

Canal Direito;D11 AFD（済み） な し 

Canal Direito;D10,D12,D13E OPEC（予定） AFD 実施予定箇所 

Canal Direito;D14,D15A,D15B, 
D16E,RHS 

 AFD 実施予定箇所 

Canal Direito;D13D,D15D,D16D  OPEC 実施予定箇所 

Canal do Rio; 
RHS,D1CR,D2CR,D3CR,D4CR, 
D5CR 

イスラム銀行（予定） ポルトガル実施予定箇所 

Canal do Rio;D6CR,D7CR,D8CR イスラム銀行（予定） OPEC 実施予定箇所 

Canal do Rio; 
D9CR,D11CR,D12CR,RHS 

OPEC（予定） ポルトガル実施予定箇所 
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第７章 相手国のプロジェクト実施体制 
 
（1）実施機関の組織・機能 

プロジェクトの実施機関は、農業省農業普及局の下部組織であるショクエ郡農業局（DDA）

である。 
 
（2）プロジェクトの組織及び関連機関との連携 

同地域には、ショクエ郡農業局（DDA）とショクエ農業試験場（EAC）及びショクエ灌漑公

社（HICEP）が存在している。各機関とも同じ農業省内の組織であり、それぞれ、農民に対す

る農業技術普及サービスをはじめとした営農支援及び農業技術の開発を担当しているが、各機

関の職員や普及員の能力・経験の不足と各機関間の連携の不足により、小規模農家のニーズに

対応した技術指導やマイクロファイナンス利用、精米機導入等に係る営農支援体制が整ってい

ない。 
ショクエ灌漑公社は、灌漑施設において幹線水路及び 1 次水路を管理している。2 次・3 次

水路に関しては、維持管理責任が各水利組合に移管されているが、水利組合には施設維持管理

や水管理に係る技術の蓄積がなく、灌漑施設は適切に運営・管理されていない。 
相互の連携は、現状ではショクエ郡農業局とショクエ農業試験場との間で普及員に対する研

修を行う程度で、ごく限られたものである。 

図－１ 農業省のプロジェクト実施体制 

実施体制：農業省 

モザンビーク農

業研究所（IIAM）

ｼｮｸｴ農業試験場 
（ﾏﾌ゚ ﾄ､ｶ゙ ｻ゙ 、 
ｲﾆｬﾝﾊ゙ ﾈ3州）

農業普及局 

ｼｮｸｴ郡農業局 
（DDA） 

ショクエ灌漑公

社 
（HICEP） 

灌漑局 

国際部 
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第８章 PCM ワークショップ 
 
８－１ PCM ワークショップの目的及びプロセス 

2005 年 7 月 27～29 日の 3 日間、ショクエにおいて、ショクエ郡農業局（DDA）、ショクエ農業

試験場（EAC）、ショクエ灌漑公社（HICEP）、農民等の関係者が一堂に会し、PCM ワークショッ

プを行った。 
ワークショップの目的は、以下の 2 点である。 
① 上記モザンビーク国ショクエ側関係者の、農業に対する問題意識を明らかにする。 
② モザンビーク・ショクエ側の、プロジェクトに対するニーズを明らかにする。 
PCM ワークショップの標準的な流れは、関係者分析→問題分析→目的分析→プロジェクトの選

択→PDM 作成である。今回は、対象サイトであるショクエの情報が十分でなかったことから、関

係者分析及び問題分析を重視し、これらに十分な時間をかける方針とした。ワークショップ中の

作業はプロジェクトの選択までにとどめ、PDM の作成はワークショップにおける議論を踏まえて、

調査団の方で行うことで、モザンビーク側参加者の了解を得た。 
参加者は以下のとおりであり、モザンビーク側からは 14 名の参加を得た。 

 
（1）モザンビーク側参加者 

1）ショクエ郡農業局（DDA） 
AMANDIO 普及課長 
JEIRINHO 普及員 
CONSTANTINO 普及員 

2）ショクエ灌漑公社（HICEP） 
LUMBELA 水利組合担当者 

3）ショクエ農業試験場（EAC） 
CUMAIO 技術者 
FIDELIO 技術者 
SANTOS 技術者 

4）水利組合代表 
FERNANDO コニャネ組合長 
ANGELO マサバセ 
JOAO マサバセ 
MACAMO ショクエ組合長 
RITA JOSE ショクエ 
SILVANO マカラタネ 
MILAGEOSA マカラタネ 
 

（2）日本側参加者 
1）長期専門家 

田村 政人 農業開発アドバイザー 
2）JICA モザンビーク事務所 
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丸山 治美 企画調査員 
3）事前調査団 

北中 真人 総 括 
後藤 明夫 営 農 
吉田 正秀 灌漑水管理 
白石 健治 協力計画 

 
８－２ PCM ワークショップの結果 

８－２－１ 関係者分析 
関係者分析は、プロジェクト対象地における対象セクターの関係者を明らかにし、それらの

関係性を考える作業である。今回はまずショクエ灌漑スキームにおける農業の関係者を明らか

にし、スキーム内で農業を営む小規模農家を仮のターゲットグループとして選んだ。続いて、

小規模農家とその他農業関係者との関係性を、図－２に示すとおりベン相関図（Venn Diagram）

で表した。図中、小規模農家及び水利組合との距離が近い関係者ほど、関係が緊密であること

を表す。 
小規模農家及び水利組合と最も身近な関係にあるのはショクエ郡農業局（DDA）の農業普及

員である。水利組合は、もともとは 2 次・3 次灌漑水路を管理するためにつくられた組織であ

るが、DDA はこの既存組織を活用して、普及員を通じて技術の普及を図っている。現在、ショ

クエ灌漑スキーム内の DDA 農業普及員は 15 名おり、そのうち 12 名は組合が組織されている

村に住み込み、普及活動に従事している。 
ショクエ農業試験場は、スキーム内で有用な農業技術の開発を担っており、そのような技術

は普及員を通じて農家に伝えられる。したがって、農家との関係は間接的なものである。ただ

し、試験場が普及員に対して技術指導を行う機会は限られているため、両者の関係は必ずしも

密になりきれていないのが現実である。 
 

 
図－２ 関係者分析 
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ショクエ灌漑公社は、水利組合の合法化や組合組織の強化といった面で支援を行っているこ

とから、農家にとって身近な存在といえる。 
また、大規模農家ともトラクター等機材の借用等で、一定の関係を有している。コミュニテ

ィの長とは、モザンビークにおける末端行政組織のリーダーであり、農業に直接かかわるわけ

ではないが、コミュニティ開発の最高責任者であることから、組合が何らかのプロジェクトを

行う場合はコミュニティ長の承認を得る必要がある。したがって、組合にとっては重要な関係

者であるといえる。 
一方、関係性の薄い存在として挙げられたのは、マイクロクレジット実施団体、農産物の輸

送業者、市場である。現在、ショクエでは FDC（Fundaçao para o Desenvolvimento da Comunidade）、
World Relief 等複数の NGO がマイクロクレジットを実施しているが、農業については天候に大

きく左右されることや収益を得るまでに時間がかかることなどのリスクを嫌い、クレジットの

供与に難色を示している団体も多い。 
マイクロクレジットへのアクセスが小さいことにより、種子や肥料・農薬等消耗品の調達が

困難になっているため、種子生産者・販売業者とも近い関係にあるとはいえない。モザンビー

ク国内の種子生産者としては SEMOC（Sementes de Moçambique）がその 1 つとして挙げられる

が、ショクエにある SEMOC 種子販売店は非常に貧弱で、現在は農家にとって非常に影の薄い

存在となっている。 
また、市場における農産物販売にも苦労している様子がうかがえる。 

 
８－２－２ 問題分析 

問題分析では、「小農の生産量が少ない」ということを中心問題と定義して、なぜ生産量が

少ないのか、生産量が少ない結果どのような問題が生じるかを考察した。分析結果は、図－３

「問題系図」のとおりである。 
生産量が少ないことの直接原因としては、まず小農の技術レベルが低いこと、及び技術があ

ってもそれを生かすことができないことが挙げられた。種子を例にとると、小農は種子に関す

る知識が乏しく、また知識があっても種子を購入できないため、改良種子を利用していないこ

とが指摘された。 
小農の技術向上は、水利組合を通じて普及員により行われるが、その普及員の活動が十分で

ないことが問題として挙げられた。それは、普及員の交通手段とそれを支える体制が脆弱であ

ること、普及員そのものの数が足りないことも要因と考えられる。また、普及員自身が技術を

向上させる場が限られていることも問題である。 
灌漑用水の確保が不十分なことも生産量が少ない直接原因として指摘された。そのため、毎

年継続して耕作をすることが困難となっている。水が確保できないことの原因は灌漑スキー

ム・インフラの破損、特に 3 次水路が機能していないこと、維持管理ができていないことが指

摘された。その原因としては、ショクエ灌漑公社の維持管理資金が不足していることのみが挙

げられた。参加者、特に農民からは、水利組合はショクエ灌漑公社から水路の維持管理につい

てトレーニングを受けており、ショクエ灌漑公社によって 3 次水路が修復されさえすれば、維

持管理はできると考えている。現行制度上は、3 次水路の管理は水利組合の責任になっている

が、組合としては壊れたままの 3 次水路を引き渡されて、修復・維持管理の責任ばかり押しつ

けられているという不満がある。 
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農地が適切に準備されないことも生産量が少ない直接原因と考えられた。コメ生産に関して

は、そのためのインセンティブの欠如が挙げられた。 
 

 
図－３ 問題系図 

 
その他、小農の生産量が少ない直接原因としては、農道整備がなされていないこと、及び塩

害の問題が提示された。 
 

８－２－３ 目的分析 
目的分析は、中心問題が解決された状態（｢中心目的｣という）はどのようなものか、そのた

めにどのような手段が必要かを考えるものである。問題分析においては、「小農の生産量が少

ない」ことを中心問題と定義したため、「小農の生産量が増える」ことを中心目的として分析

を進めた。また、必要であればアイデアを追加することも可能である。分析結果は、図－４「目

的系図」のとおりである。 
小農の生産量を増加させるためには、小農の技術レベルを向上させることが不可欠である。

そのためには、個々の組合が強化されることが必要であり、普段から組合とともに活動する普

及員のレベルアップが不可欠である。その方策として、普及員の研修や普及員同士の勉強会・

情報交換会を充実させていくことが意見として出された。一方で、組合員の知識・基礎的能力

の向上も必要である。組合員のなかには文字の読み書きができない人がいるため、識字教育も

推進すべきとの意見が表明された。 
小農の技術向上に必要な項目として、新たなアイデアも追加された。それは、水利組合間の

交流促進、及び農業技術を開発する研究側（ショクエ農業試験場）と技術普及を担う普及員と
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の交流促進である。現在、組合同士が交流する場はなく、お互いが何をやっているのかを知ら

ないまま活動しているのが現状である。彼らが情報を交換することにより、それぞれのいいと

ころを学びあうことが可能となり、組合活動に対するモチベーションが向上することが期待さ

れる。これは、農民参加者より強い意欲が示されている。また、試験場において普及員が研修

を受ける場は現在も存在するが、交通手段の問題等から非常に限られているのが現実である。

普及員の試験場訪問やデモンストレーションに加えて、フィールドにおける実地訓練（フィー

ルドデイと呼ばれる）の充実が求められている。 
このほか、小農の生産量アップに必要な直接手段としては、農地の適切な準備、水量の十分

な確保とその結果としての毎年の耕作、コメ生産のためのインセンティブをもつこと、農道整

備、塩害がないこと、疾病による労働力減少が起こらないことが挙げられた。 
 

 
図－４ 目的系図 

 
８－２－４ プロジェクト選択 

プロジェクトの選択は、中心目的を達成する手段のなかで、どれを優先すべきか、現実的に

どれが実施可能か、等を考察するものである。選択の方法については、ワークショップ参加者

の希望で彼らによる投票により行われ、各参加者が最も望むプロジェクト 1 つのみに対して投

票を行うことをルールとした。 
投票の結果、「小農の技術向上」が最も多く、次いで「コメ生産のインセンティブをもつこ

と」となった。ただし後者については、インセンティブをもつための手段について十分なアイ

デアが出ているとはいえなかったため、それについての議論をここで行った。 
議論の結果、ショクエ灌漑スキームにおけるコメの精米能力が極めて限られたものである問
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題が指摘された。現在、スキーム内に精米機は 2 台しかなく、そのため小農はパルメイラ（シ

ョクエからマプト方面へ 110km）の精米所まで輸送せねばならない。しかも、そこでの買い取

り価格は 3,000MTS と極めて低いため、小農はインセンティブをもてずにいる。組合が精米機

を持ち、自分たちで精米ができるようになれば、パルメイラを通すことなく、自分たちの手で

より高価での販売が可能となる。 
また、高価で売れるコメ、収量のより多いコメも求められる。ワークショップ参加者よりそ

の一例としてリンポポ米が言及された。リンポポ米は精米に若干困難な点があるが、特長とし

ては、生育日数が 120 日と比較的短いこと、したがって二期作が可能であること、精米後の販

売価格はパルメイラの 3 倍であること、等が挙げられる。もちろんこれは一例であり、売れる

品種、収量の多い品種の開発を行うのはショクエ農業試験場の役割である。 
 

図－５ プロジェクトの選択：図中点線部分 

 
またここで、モザンビーク側ワークショップ参加者より、以下のとおり具体的な技術協力の

ニーズが示された。 
 

（1）小農の技術向上 
① 農産物別の必要肥料量 
② 除草剤の使い方 
③ 農薬・殺虫剤の適切な濃度について 
④ 苗床の準備のしかた 
⑤ 適切な排水路の長さについて 
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⑥ 適切な 3 次水路の長さについて 
⑦ 種まきのタイミング 
⑧ 農産物の病害に関する知識 
⑨ 適切な耕作時期 
⑩ 適切な種子の選択 
⑪ 適切な種まき量 
⑫ 適切な種子の保存 
⑬ 適切な作付け間隔 
⑭ 土壌についての知識 

 
（2）灌漑水の適切な利用 

① 灌漑水供給を行う頻度 
② 必要なときに灌漑を行う方法 
③ 農産物別の灌漑方法 
④ 土地準備・灌漑のやり方 

 
（3）土地準備 

① 土地準備のやり方 
 

暫定プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）は付属資料１．ANNEXⅡのとおり。 
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第９章 プロジェクトの基本計画 
 
９－１ 協力の方針 

対象地域であるショクエ灌漑スキームにおいて小規模農家の生計向上を図っていくには、小規

模農家を対象とした農業技術の確立や営農支援体制の整備が必要とされている。ただし、灌漑用

水の安定した供給が確保されることが前提条件となっている。ショクエ灌漑スキーム改修プログ

ラムが当初の計画より遅れていることから、灌漑面積は全体の 35％（9,000ha）にとどまっている。

本プロジェクトでは、モデル水利組合（1 もしくは 2 水利組合）において、灌漑施設（2 次・3 次

水路）の改修を実施し、水利組合による灌漑施設の管理能力についても改善を図っていく。 
モデル水利組合の選定については、プロジェクト開始時（6 カ月以内）にベースライン調査を

各水利組合（30 組合）に対して行い、その結果を基にして、関連機関と協議したうえで決定する。 
これまで関連機関であるショクエ郡農業局（DDA）、ショクエ農業試験場（EAC）、ショクエ灌

漑公社（HICEP）の連携が限られたものであったことから、水利組合及び小規模農家に対する支

援も部分的なものとなり、ほとんど成果はみられなかった。ショクエ灌漑スキームを有効的に利

用するには、農業技術のみならず、営農支援及び灌漑施設管理を含めた総合的な取り組みが必要と

されている。本プロジェクトでは、各関連機関に対して専門家（3 名）を配置することによって、

各機関の連携についても強化していく。 
 
９－２ 協力の範囲及び内容 

今次の事前調査において策定された本プロジェクトの暫定基本計画の概要は下記のとおり。 
 

（1）目 標 
1）上位目標 

ショクエ灌漑地域の農業生産が向上し、食糧安全保障に貢献する。 
2）プロジェクト目標 

対象地域における水利組合の小規模農家の生計が向上する。 
 

（2）モザンビーク側関係機関 
1）管理機関：農業省普及局（DNER） 
2）実施機関：ショクエ郡農業局（DDA）、ショクエ農業試験場（EAC）、ショクエ灌漑公社

（HICEP） 
 ＊プロジェクト・オフィスはショクエ郡農業局に設置することとする。 

 
（3）プロジェクトサイト：ショクエ灌漑スキーム内の水利組合（1～2） 

 
（4）協力期間：3 年 1 カ月 

 
（5）基本計画 

本プロジェクトの基本計画は、策定された暫定 PDM 案に基づき、開始当初のベースライ

ン調査を通じて日本側及びモザンビーク側双方合同で策定される。 
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プロジェクトの各関連機関〔ショクエ郡農業局（DDA）、ショクエ農業試験場（EAC）、シ

ョクエ灌漑公社（HICEP）、水利組合（WUA）〕の活動は下記のとおり。 
 

1-1. 水利組合に対する営農調査を行う（DDA） 
1-2. 小規模農家を対象とした農業技術（蓄力導入、土壌改善、二期作、二毛作等）を確立

する（EAC＆DDA） 
1-3. 農業普及員に対する農業技術研修を行う（EAC＆DDA） 
1-4. 小規模農家を対象とした稲（リンポポ米を含む）及びその他主要作物の種子生産を行

う（EAC） 
1-5. 小規模農家に対する農業技術指導を行う（DDA＆WUA） 
1-6. モデル農家のモニタリングを行う（DDA） 
 
2-1. 灌漑施設（2 次･3 次水路、水門等）及び水供給の管理状況について調査する（HICEP

＆WUA） 
2-2. 既存資料（AFD 作成マニュアル）をレビューする（HICEP） 
2-3. 2 次･3 次灌漑施設管理マニュアルを策定する（HICEP＆WUA） 
2-4. 2 次･3 次灌漑水管理マニュアルを策定する（HICEP＆WUA） 
2-5. 対象地域の 2 次･3 次灌漑施設のメンテナンスを行う（HICEP＆WUA） 
2-6. 灌漑施設及び水供給管理のモニタリングを行う（HICEP） 
2-7. 水利組合の強化を図る（WUA） 
2-8. 他の水利組合との連携を強化する（WUA） 
 
3-1. 既存の営農支援体制（AFD、IFAD、NGO など）について調査する（DDA） 
3-2. 営農支援活動（精米機の導入、マーケティング、マイクロクレジットアクセス等）に

ついて、モデル水利組合に指導する（DDA＆WUA） 
3-3. 農業資材の共同購入、農作物の共同出荷を行う（WUA） 
3-4. 営農支援活動のモニタリングを行う（DDA） 
 
4-1. 各関連機関の活動状況が相互確認できるよう定期連絡会を設ける（EAC、DDA、

HICEP） 
4-2. 関連機関の連携強化のためのワークショップを開催する（EAC、DDA、HICEP） 
4-3. 各活動を関連機関の連携を図りながら実施する（EAC、DDA、HICEP） 

 
９－３ 協力部門別計画 

９－３－１ 灌漑水管理 
スキーム内で適正な水利用を図るためには、 
① 限りある水を効率よく送水し、 
② 全体のバランスを考慮し、各場所で必要十分な取水管理を行う 

ことが求められる。つまり、必要な場所へ、必要な量の水を運ぶことが重要である。 
①については、（1）「施設の維持管理」についての基本方針 
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②については、（2）「水管理」についての基本方針 
としてそれぞれ明らかにしたい。 

それぞれ、実際に実施し得るレベルのものとして、現状を踏まえ提案している。 
 

（1）施設の維持管理 
水利組合の規約にあるとおり「維持管理については水利組合自身が行うこと」を堅持し

たい。このためには、a）現状の施設の能力を回復することと、b）回復した能力を組合自

身の手で維持することが必要となるが、先述した維持管理の主体となる水利組合の抱える

現状である①資機材の不足と、②技術力の欠如を踏まえ、a）及び b）をめざすこととなる。 
つまり、まずは初期の段階でプロジェクトにおいて施設の改修に必要な最小限の資材等

を提供し、組合農家の直接参加による施設の改修を考える。将来的に組合が力をつけ資金

を確保できるようになったのちには、組合自身で必要な資機材の導入を図ることが望まれ

る。 
また、いずれの段階でも組合農家自身が必要な改修を行うことになるが、一方の上記②

について、施設の持続的な活用のために、個々人では対応できない問題が発生した場合に、

速やかに組合として組織的に動けるよう必要なメンテナンスについての指導と相談窓口

ともなる維持管理担当の指導者を組合内部に育成し、これら組合の行う維持管理に対し、

指導あるいは監督を行う者を灌漑公社内に確保することが必要である。 
まずは、組合でどこまでできるか、何ができるか、こうすればできる、といった意識改

革に近いことから始める必要がある。これを灌漑公社に責任をもって関与させたい。 
 

（2）水管理 
マシンジールダムなどの改修によりリンポポ川の灌漑能力は向上することが予想され

るが、気候変動に伴う渇水自体の回避はできないものと思われる。 
スキーム内農家が力をつけていくことに伴い、スキーム全体のバランス（用水の需要と

供給の状態）を考慮し、スキーム内の末端まで必要水量を確保できないといったリスクを

回避するために、各水路、ゲートにおける定量的な水管理手法の導入の検討と、それらの

モニタリング実施が必要となる。 
また、気象条件しだいでは渇水が継続し、水路からの取水がいよいよ困難になってきた

という事態も考えられるが、リスクマネジメントの点からは地下水からの灌漑水の供給な

ど、水路からの取水によらない手法も検討する。 
地下水に関しては、浅いものと深いものがあるようで、浅いものは深さ 2m 程度だが、

水質が悪い。深いものは生活用水にも活用できるが、更に深いので取水が困難である。 
洪水時にできた池があるが、人為的に貯水池を設置することも一案である。 

 
９－３－２ 営 農 

スキーム内の小規模農家の営農の現状と問題点を踏まえ、農業純収益の増大という観点から、

協力の部門別活動内容について述べることにする。 
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（1）生産面 
1）稲 作 

① 単収の増加 
現状では、長い間自家採種による種子を利用し、肥料などは無投入で 3～4t/ha の収

量を得ていることを考えると、優良種子を使用し、肥料（有機質肥料等を含め）を投

入することでより高い収量を得られる可能性は高い。マメ科作物の裏作利用や有機質

資材による土壌改善も低投入による収量向上のためには有効な方法と考えられる。ま

た、農民も指摘しているように、苗代の作り方や播種量、栽植密度、施肥量、病害虫

防除といった適切な栽培技術が指導され、実践されることで収量の向上が望めるもの

と考えられ、何よりもそうした適切な作業（耕起・播種・田植え・除草・収穫など）

が適期に実施されることで、現状以上の収量が期待できる。諸条件を整えつつ、高収

量を実現させ、結果として収入増を実際に農民に体験させることが、何よりも今後の

生産目標の設定や、農民の農業に対するインセンティブ向上にとって非常に重要なこ

とと思われる。 
 

② 耕作面積の拡大 
営農資金の不足や耕起手段の限られる現状では、耕作面積にもおのずと限りがあり、

共同役畜の利用や、役畜所有農家数が増大し、畜力の導入が一層進むことで、より多

くの農家にとって自前の畜力利用が可能になることにより、耕作面積の拡大、ひいて

は生産量の増加につながるものと考えられる。 
 

③ 年間生産量の増大 
二期作、ラトゥーン（ひこばえ）作については、専門家によりショクエ農業試験場

で実証試験が行われてきており、技術的には導入可能と判断される段階にまで達して

いる。二期作については、従来の「低温に強い品種の育成」という方針から、専門家

により、「品種及び作期の適切な選択」という方針の下、試験が継続され、8～12 月、

1～5 月という作期を利用することにより実施が可能となることが実証された。あとは、

農家レベルでの参加型実証試験を通じてその導入を検討することが必要といえる。し

かしながら一方で、適期作業の実施、水不足、労働力不足、鳥害対策といった課題の

克服も検討する必要がある。労働力不足に関しては、一作目収穫後のラトゥーンを利

用したラトゥーン作の技術的実証も行われており、農家の営農能力の現状を考えると、

現実的には、二期作の導入をただちに検討するのではなく、「一作目＋ラトゥーン作」

の導入をまずは考えていくべきものと判断される。いずれにせよ、二期作、ラトゥー

ン作の導入が可能になれば、年間の生産量の増大が図られるものと考えられる。 
 

④ 生産コストの削減 
生産費のなかで多くを占める耕起コストは、水利組合による畜力の共同利用や、役

畜所有農家数の増加により、削減を図ることが可能になると考えられる。また、現在

は一般的には行われていない各人の圃場での共同作業や、各個人が行っている生産資

材の購入や生産物の販売をグループや水利組合単位で行うことにより、生産コストの
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削減が図られる。稲わらなど、利用されず焼却されてしまっている有機質資材を利用

した有機質肥料の利用も生産コストの削減に役立つものといえる。 
 

2）畑作・野菜作 
① 稲作との二毛作実施による収量、収益の増大 

稲収穫後の圃場で、有機質資材の利用と野菜を含めた畑作物の栽培を行うことで、

収量並びに品質に好結果をもたらすことは専門家により試験場レベルで既に実証さ

れている。今後、市場の動向を的確に見据えた作物の選択と同時に、農家圃場での実

証を通じて技術の検証・確立を行うことにより、将来的に農業収益の増加につながる

ひとつの営農体系を築くことが可能であると考えられる。 
 

② 野菜栽培における有機質資材活用による低コスト生産 
化学肥料の使用を極力控え、有機質資材を活用することにより、低コスト及び高品

質作物の生産が可能になると考えられる。 
 

3）その他 
① 二期作と二毛作の同時作による灌漑水不足リスクの回避 

試験場レベルでは二期作、二毛作はほぼ確立された技術と考えられ、今後は農家圃

場における実証に移行すべき段階にきている。一方で、十分な灌漑水が得られない年

や時期があるというスキーム内の灌漑水を巡る現状を考えると、作物によって必要な

水分量も異なることから、二期作、二毛作のどちらか一方だけに偏るのではなく、灌

漑水不足というリスク回避のために圃場を区分けし、二期作、二毛作の同時作を行う

ことが賢明であるように思われる。また、生育期間の短さや陸稲品種であることから

も、NERICA（New Rice for Africa）の導入が試みられてもよいのではないかと考えら

れる。 
 

（2）販売面 
1）市場の需要、状況に応じた安定的生産体系・体制の確立 

現状と問題点の項でも触れたように、特に野菜の場合、同じような種類の作物の作付

時期が重なり、出荷時に大量に出回ることで、大幅な値崩れを起こすことが指摘されて

いる。よって、市場の動向を把握しつつ、ニーズに応じた出荷を安定的に可能にするよ

うな灌漑水の有効利用や稲作も含めた生産者側の総合的な作付体系・体制の確立が、安

定した農業収入の獲得には必要と思われる。またそのため可能な限り、作付（栽培）暦

が作成されることが望ましい。 
 

2）共同販売によるコスト削減 
現状では、生産物は各個人により個々に販売が行われるのが一般的であるが、市場ま

での運搬手段を共同で手配するなど、共同販売を行うことにより、コスト削減が図られ

るものと考えられる。 
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3）精米機導入による価格決定権の確保 
スキーム内のコメは、農民自身で精米・販売ができないため、籾のまま、ほとんどが

パルメイラの精米所に運ばれ、買い取られているが、販売先が限られるため、精米所側

の提示価格による販売に応じるしかすべがなく、価格決定に農民側の意向を反映するこ

とが困難な状況にある。また代金の支払いについても、遅延があっても我慢せざるを得

ないのが実状である。精米機を導入することにより、農民自ら市場に出すことが可能に

なり、より高値での販売が実現可能になるものと考えられる。 
 

4）農民自ら生産物を市場に出すことによる高価格販売 
ショクエからマプト等の市場までの間には多くの仲介業者が関与している。農民自身

が生産物を市場に出荷することにより、余分な中間マージンを取り戻し、農業収入の増

加につなげることができるものと考えられる。 
 

5）生産物の差別化 
既に述べているように、同じような作物を同じような時期に出荷していたのでは、値

崩れにより、高収益は望めない。例えば、コメにしても、現時点では精米所の意向でス

キームの小農はほとんどが ITA312 を栽培しているが、市場での価格でいえば、同じく

奨励品種であるリンポポ米（生育日数 130～140 日）の方が良食味ではるかに高い値で販

売可能である。コメに関していえば、生産コストを極力抑えて輸入米と対抗していくか、

高価格で販売できる品種の栽培を行い、収入増をめざすかの 2 通りの営農目標が立てら

れる。また、モザンビークには多くの南アフリカ産農産物が輸入されているが、無農薬・

有機栽培による農産物の生産を行い、高価格での販売が期待される南アフリカへの輸出

も視野に入れた作付けの構築を考えることも営農上可能なことのように思われる。ショ

クエ産のブランド産品の企画やパッケージ販売を行うなど、高価格産品の生産や産品の

差別化は農業収入向上にとって非常に効果的であり、また重要であると考えられる。 
 

（3）組織面 
1）水利組合の強化（精米機・共同役畜の導入、共同作業・購入・販売） 

精米機を導入することで、生産物を農民自身で市場に出荷することが可能になり、籾

による販売で限られていた農業収入の向上が期待できる。精米費に償却費等の経費だけ

でなく、更新を見越した費用を上乗せしたり、あるいは各農家から組合費を積み立てる

ことにより、組合の資金に潤いが生まれ、精米機の更新や資機材の購入などが可能にな

り、組合活動も活発に行われ、組織としての組合の強化が図られる。また、共同所有の

役畜導入も同様の過程を経ることで、役畜数が増加し組合自体の資金が潤うことが予想

され、共同作業や資機材の共同購入、生産物の共同販売によるコスト削減によっても積

み立てがより一層促進される。他の水利組合との連携や協力関係を構築することも営農

上、互いのメリットになると考えられる。 
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（4）支援体制 
1）より現場のニーズに即した試験研究の実施・継続 

試験場では現在まで専門家により、畜力導入、土壌改善、二期作、二毛作等、現場の

営農状況改善に向けたさまざまな実証試験が行われてきており、今後ともそうした試験

の継続が望まれる。調査時にはトウモロコシ、トマト、タマネギ、マメ類、イモ類、果

樹などの試験が行われていたが、農家圃場との栽培状況の違いが際立ち、現場のニーズ

に応じるよう、小農にできる投入量でより多くの収量を得られるような品種や技術の研

究開発が実施されることを望みたい。また、優良種子の生産が行われ、農民が利用でき

るようになれば、農民の営農事情改善にとって大きな役割を果たすことが可能であると

考えられる。 
 

2）普及員の技術力（栽培・畜力作業等）の向上 
農家だけでなく、農業局でのインタビューでも回答されたように、普及員の技術レベ

ルの向上を望む声は大きい。それは何よりも、農民と日常的に接し、営農上最も重要な

キーパーソンとして普及員が認識されていることを示しているものと思われる。普及員

は農業・畜産の専門学校を卒業していることが条件となっているが、実際には稲作の項

で述べたような、耕起、苗代作りから始まり、移植、施肥、除草、病害虫防除、収穫ま

での基本的栽培技術をマスターしているとはいい難く、肥料や農薬会社の社員のように、

限定された情報のみを農民に伝えるだけに終始し、農民だけでなく、普及員自身も畜力

作業を含めた栽培技術等の習得を望んでいる。試験場からの情報提供や、何らかの研修

機会を得ることで普及員の技術力が向上することは、普及員に対する信頼が厚いだけに、

農民の技術力向上、ひいては農業収入向上にとって非常に効果的なものと考えられる。

さらに、技術のみならず、農家の営農全体に対する指導やアドバイスまでできるよう能

力が向上することが望ましいと考える。 
 

3）ショクエ郡農業局とショクエ農業試験場との連携強化 
農業収入の向上にとって、適切な技術の導入は必要不可欠なものであり、試験場で開

発された有益な技術が農民に実践されてこそ、収入の向上につながる。農民に日常接し、

さまざまな情報（技術等）を伝達し、また現場のニーズや問題点を把握できるのは普及

員であり、そうした意味で、試験場と農業局との連携強化は、現場の状況の把握、農民

の技術力向上、ひいては農業収入の向上にとって必要であり、かつ非常に重要なもので

ある。現状では、普及員が試験場と直接接する機会はごく限られたものであり、今後は

その機会を大幅に増やすことで試験場へは現場ニーズを伝え、一方で普及員に対しては

技術力の向上を図ることで、結果として農民の総合的な技術の向上を図っていくことが

可能である。 
 

（5）今後重点を置くべきこと 
1）農家圃場における参加型実証（デモンストレーション）試験の実施 

試験場においては現在まで、専門家により、さまざまな実証試験が実施されてきてお

り、開発された多くの技術は試験場レベルでは確立されたものと考えられる。今後はそ
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うした技術の導入が実際に農家の生計向上につながるのか、そもそも農家レベルで導入

が可能であるのかを検証するための、農家圃場における農民参加による実証試験が行わ

れるべきである。 

2）農家及び市場・流通事情調査の実施 
今回の調査では、ごく限られた範囲の農家しか調査を行うことができず、また調査期

間も乾期だったため、主要換金作物である稲作の実態については詳細な調査を行うこと

ができなかった。よって、小農を含めたスキーム内の農家の営農（経営）の実態につい

ては依然不透明な部分が残されているといえる。また、南アフリカからの安い農産物の

流入など、マプトやショクエに限っても、作物別の流通の実態等については不明瞭な部

分が多い。今後プロジェクト活動を構築し実施していくうえでの基礎情報として、こう

した営農調査、市場流通事情調査は、必要不可欠なものと考えられる。 
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第 10 章 プロジェクトの運営管理 
 
10－１ プロジェクト運営体制 

本調査を通じ、プロジェクトの運営体制を以下のとおり検討した。 
 

（1）農業省次官は、プロジェクトの座長として、プロジェクトの運営及び実施について総括

的な指示を行う。 
（2）農業省農業普及局は、プロジェクトダイレクターとして、本プロジェクトの運営及び実

施の総括的な責任を担う。 
（3）ショクエ郡農業局長は、プロジェクトコーディネーターとして、関連機関（ショクエ農

業試験場、ショクエ灌漑公社）と協議しつつ、プロジェクトの運営や技術的事項につい

て責任を負う。 
（4）チーフアドバイザーはプロジェクトの実施に係る事項について、プロジェクトダイレク

ター及びプロジェクトコーディネーターに必要な提言と助言を行う。 
（5）日本人専門家は、プロジェクトの実施に係る技術的事項について、モザンビーク側カウ

ンターパートに対して必要な技術的な指導及び助言を行う。 
 
10－２ 合同調整委員会 

本プロジェクトの合同調整委員会（Joint Coordinating Committee：JCC）については、委員会の

役割を説明するとともに、モザンビーク側との協議を通じて、以下のとおり委員会の構成を作成

した。 
 

（1）役 割 
1）年間活動計画の策定 
2）各活動の調整及び評価モニタリング 
3）各活動の進捗のまとめ 

 
（2）委員会の構成 

1）議長：農業省次官 
2）委員： 

〔モザンビーク側〕 
農業省国際部長、モザンビーク農業研究所長、農業普及局長、灌漑局長、畜産局長、ショ

クエ郡農業局長、ショクエ農業試験場長、ショクエ灌漑公社総裁 
〔日本側〕 
チーフアドバイザー/普及、業務調整/営農、灌漑水管理、短期専門家、調査団員、JICA モ

ザンビーク事務所長 
 
10－３ 運営委員会 

本プロジェクトの運営委員会（Steering Committee：SC）については、委員会の役割を説明する

とともに、モザンビーク側との協議を通じて、以下のとおり委員会の構成を作成した。 



－37－ 

（1）役 割 
1）詳細活動計画の策定及び改訂 
2）各活動のモニタリング、調整、及び評価 
3）各活動の進捗のまとめと合同調整委員会（JCC）への報告 

 
（2）委員会の構成 

1）議長：ショクエ郡農業局長 
2）委員： 

〔モザンビーク側〕 
ショクエ郡、地区の本プロジェクト関係者 
〔日本側〕 
チーフアドバイザー/普及、業務調整/営農、灌漑水管理、短期専門家、調査団員、JICA モ

ザンビーク事務所関係者、在モザンビーク日本大使館関係者 
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第 11 章 相手国との協議結果 
 

PCM ワークショップの結果及び現地踏査を踏まえ、ショクエ灌漑地域とマプトの農業省におい

て、本プロジェクトの暫定フレームワークを中心に、モザンビーク側関係者と協議を行った。 
その結果を要約すると以下のとおりである。 

 
（1）実施機関 

本プロジェクトの要請は、当初ショクエ農業試験場より上げられているが、ショクエ郡農

業局（DDA）が普及活動を担っており、裨益対象者である小規模農家とのつながりが深いこ

とから、ここを実施機関の中心とし、関連機関であるショクエ農業試験場（EAC）及びショ

クエ灌漑公社（HICEP）との連携を図りながら、各活動を実施することとした。 
 

（2）協力期間 
先方政府からの要請では、5 年間となっていたが、同スキームではフランス開発庁（AFD）

の支援により既に水利データ及び水利組合に対する各種マニュアルが整備されていることか

ら、3 年 1 カ月にて実施することとした。 
 

（3）対象地域の選定 
開始時の 6 カ月にて水利組合（30 組合）に対するベースライン調査を行い、その結果に基

づいて、先方政府と協議したうえで、実証調査の対象となるモデル水利組合（1～2）を選定

する。 
 

（4）基本計画 
小規模農家に対する支援として、農業技術の確立や営農支援体制の整備が必要とされてい

るが、これらは、灌漑用水の安定した供給が前提条件となっており、切り離して考えること

はできないものである。同灌漑スキーム改修プログラムが当初の計画より遅れていることか

ら、水利組合による灌漑施設（2 次・3 次水路）の管理能力の改善を図ることを基本計画に含

めることとした。 
 

（5）専門家の配置 
これまで関連機関の連携が限られたものであったことから、小規模農家に対する支援は成

果がほとんどみられなかった。本プロジェクトでは、ショクエ郡農業局を中心として、各機

関に専門家（3 名）を配置し、各活動において連携の強化を図っていく。 
 

（6）供与機材 
本プロジェクトの活動において、営農支援として水利組合に対して、トラクター及び小型

精米機の導入を想定している。同国の税関手続きはスムーズに行かないことがあるため、供

与機材に関しては、できる限り同国にて調達することを検討する。 
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（7）カウンターパートの給与 
同国では、通常プロジェクト専属のカウンターパートを配置する場合、プロジェクト側が

給与を支払っており、同じ農業省の職員の間で給与の格差が生じ、職員のインセンティブに

対し悪影響を及ぼしている場合がある。JICA の実施する技術協力では、カウンターパートの

給与に関しては、先方政府が負担することで了解を得た。 
 

（8）裨益対象者 
ショクエ灌漑スキームでは、耕作面積が 4ha 以下の小規模農家が大半（92.8％）を占めて

いる。 
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第 12 章 プロジェクト実施の妥当性 
 
（1）妥当性 

・ モザンビークの PARPA（絶対的貧困削減行動計画）に基づき策定された PROAGRI（農業

セクタープログラム）のなかでは、農村地域の小規模農家に対する支援について優先度が置

かれている。本案件では、ショクエ灌漑スキーム内の 9 割以上を占める小規模農家を対象と

し、農業生産の向上をめざすことから、同国の課題である貧困削減及び食糧安全保障に対し

貢献するものである。（国家政策レベル） 
・ ショクエ灌漑スキームは、国策に基づいた大規模灌漑事業と位置づけられており、ショク

エ灌漑スキーム改修プログラムを策定（1992 年）し、わが国も無償資金協力（2002～2003
年）により幹線水路を改修している。ただし、灌漑利用面積は全体の 30％（9,000ha）にとど

まっている。本案件を通じて、ショクエ灌漑公社（HICEP）及び水利組合による灌漑施設の

維持管理が改善され、灌漑利用面積が拡大し、無償資金協力との連携による相乗効果が期待

される。（灌漑政策レベル） 
・ 同灌漑スキームの位置する南部地域は、コメの需要が増加している一方で、栽培面積及び

生産量が伸びておらず、コメの輸入量が急増している。本案件では、活動のひとつとして優

良品種（リンポポ米を含む）の種子生産を行い、対象地域のみならず南部地域の稲作の収量

増加が図られている。（南部地域レベル） 
・ フランス開発庁（AFD）の支援により、同灌漑地域の水利組合に対して水路の維持管理を

含めた組織強化が行われた。ただし、現地に適した農業技術及び営農支援体制が依然として

不足しており、農業生産の向上には結びついていない。本案件では、関連機関〔ショクエ郡

農業局（DDA）、ショクエ農業試験場（EAC）、ショクエ灌漑公社（HICEP）〕の連携を通じ

て、小規模農家に対する農業技術及び営農支援体制を確立し、小規模農家の生計向上が図ら

れている。（対象地域レベル） 
 
（2）有効性 

・ ショクエ灌漑スキームは、かつて大規模穀倉地帯であったことから、小規模農家に対する

農業技術は発達せず、トラクターによる耕作が主流となっていた。本案件では、ショクエ農

業試験場において、小規模農家を対象とした農業技術（畜力耕起、土壌改善等）を確立し、

ショクエ郡農業局との連携を通じた小規模農家に対する普及活動が図られている。（成果 1） 
・ ショクエ灌漑公社による同灌漑スキームの維持管理体制が存在しているが、不安定な灌漑

用水の供給と農業純利益に占める水利代の割合が高いことから、徴収率は 30～40％となって

いる。本案件では、小規模農家の収入向上及び生産コスト削減が図られており、水利代の徴

収率の向上とショクエ灌漑公社の維持管理体制の改善に寄与する。（成果 2） 
・ 精米業者による安い買い取り価格により、コメ生産の純収益は投入に見合ったものではな

かった。本案件を通じて、モデル水利組合に対し精米機を導入することにより、水利組合に

よる販売価格の設定が可能となり、マーケティングの拡大にもつながる。さらに組合として

の運営体制の強化は、共同購入・販売、小型トラクターやマイクロクレジットの運用にもつ

ながることが期待される。（成果 3） 
・ 同灌漑スキームが有効的に活用されるには、ショクエ灌漑公社のみならず、関連機関であ
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るショクエ郡農業局、ショクエ農業試験場との連携が不可欠であるが、これまでは限られた

ものであった。各機関は農業省内の組織であり、本案件を通じて、各機関の連携を図ること

によって、同省の地域開発事業の実施能力が強化される。（成果 4） 
 
（3）効率性 
・ 小規模農家を対象とした農業技術については、ショクエ農業試験場において、JICA 専門家

（2001.4～2005.8）により各種実証試験（畜力耕起、コメの二期作、二毛作等）が実施され

ている。これまでの成果を活用して、灌漑地域における小規模農家の現状に即した農業技術

の確立を図っていく。（農業技術） 
・ フランス開発庁（AFD）の支援により、ショクエ灌漑公社には灌漑管理に関するデータが

蓄積されており、かつ水利組合の組織強化に係るマニュアルを作成している。これらの情報

を活用し、水利組合の支援を通じた小規模農家の生計向上への取り組みを明らかにしていく。

（水利組合） 
・ 水利組合のなかには、自主的に 2 次・3 次水路の改修を行うところ（D12）、農家レベルで

はあるが、小型精米機を運営しているところが存在する。普及効果を図るうえでも、組織と

してある程度整っているところをモデル水利組合に選んで、各活動を実施していく。（営農

支援体制） 
・ 同灌漑スキームを有効的に活用するには、水利組合に対する支援のみならず、関連機関で

あるショクエ郡農業局、ショクエ農業試験場、ショクエ灌漑公社の連携が不可欠である。本

案件では、各機関に専門家（3 名）を 1 名ずつ配置し、普及活動を実施する農業事務所を中

心として、お互いの連携強化を図っていく。（関連機関の連携） 
 
（4）インパクト 

・ 同灌漑スキーム内には 30 の水利組合が存在する。まずは、モデル水利組合（1 もしくは 2
カ所）において小規模農家の生計向上の柱となる小規模農家に対する農業技術、灌漑施設の

維持管理、営農支援体制の確立をめざしていく。その過程で水利組合が活用できるマニュア

ルを作成し、ショクエ郡農業局の普及員を通じた、各水利組合への普及が期待されている。

（対象地域レベル） 
・ 同スキームの位置するガザ州には、灌漑施設が複数（30 前後）存在し、水利組合により管

理されている。ただし、その多くが水路の維持管理がいきとどかず、灌漑利用面積は限定さ

れている。本案件の実施により、水利組合の抱えている課題が整理され、ショクエのみなら

ず州レベルにおける灌漑開発事業への貢献が期待されている。（州レベル） 
・ 同国では、これまで農業の商業化を推進するために農家に対する支援は中規模農家が中心

であり、営農資金が乏しい小規模農家に対しては限られたものであった。本案件を通じて、

小規模農家を対象とした営農支援体制を確立することにより、他の地域開発事業の計画立案

及び実施の段階での活用が期待される。（農業政策レベル） 
 
（5）自立発展性 

・ 水利組合の組織運営を強化することにより、小規模農家に対する営農支援体制（精米機、

トラクターの導入）が整備され、各小規模農家において生計向上が見込まれる。さらに水利
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組合の運営資金が拡大し、持続的な営農支援活動が期待される。（対象地域レベル） 
・ PROAGRIⅡ（農業セクタープログラム）では、農業省の地方分権化を進めていく方針であ

り、今後、地域レベルの地域開発事業への支援（人材･予算）が強化されることになってい

る。本案件を通じて、ショクエ灌漑地域における地域開発事業の方向性（アクションプラン

の作成）が明らかとなれば、農業省により継続的な事業の実施が期待される。（実施機関レ

ベル） 
・ 同灌漑スキーム改修プログラムでは、当初 2005 年までに全体の改修が終了する予定であ

ったが、現在の灌漑利用面積は約 30％（9,000ha）にとどまっている。本案件を通じて、2 次・

3 次灌漑施設管理が改善され、安定した農業生産が可能となれば、同灌漑改修プログラムに

対する援助機関（OPEC、イスラム銀行など）の支援促進が期待される。（灌漑政策レベル） 
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第 13 章 プロジェクト実施上の留意点（プロジェクト実施に係る提言） 
 
（1）実施機関 

本件の実施機関は、現場レベルではショクエ郡農業局（DDA）、ショクエ農業試験場（EAC）

及びショクエ灌漑公社（HICEP）の 3 者となる。中央レベルでは農業省国際協力部の調整の下、

農業普及局（DNER）、モザンビーク農業研究所（IIAM）及び灌漑局から成る合同調整委員会（Joint 
Coordination Committee：JCC）となる。 

ガザ地域においては、2000 年の大洪水以降これまでショクエ灌漑スキームの改修が主要課題

であったため、ショクエ灌漑公社がすべての援助窓口になってきた。このため、オフィスの調

度品をはじめ、予算的、人員的にも他 2 機関に比べ、充実している。また、公社総裁がポルト

ガル系白人であり、業務マネジメントもしっかりしているとの印象を受けた。しかしながら、

公社の業務範囲が灌漑に限定されており、スキーム内大多数の小規模農家の貧困削減に取り組

む本プロジェクトではメイン・カウンターパートとはせず、灌漑分野を担う一カウンターパー

ト機関として位置づける必要がある。 
直接、日常的に農民に接するのはショクエ郡農業局の普及員である。PROAGRI により、中

央からの支援があり、今後が期待される普及拠点であるため、メイン・カウンターパートとし、

プロジェクトオフィスを設置することとする（ショクエ郡農業局長、了解済み）。ショクエ灌

漑公社は道をはさんで建っており、日常的な連携には距離的な問題はない。しかしながら、こ

れまで共同で事業を実施したという経験がなく、その重要性は認識しているものの、プロジェ

クト立ち上げ期は、日本人専門家チームの調整による連携支援が必要となろう。 
ショクエ農業試験場は、ガザ地区に設置された農業試験場であるが、試験課題等は中央で決

定され、必ずしも当該地域のニーズを反映した内容とはなっていない。現地に開かれた試験場

をめざすという方向性が確認されており、今後、他 2 機関との連携をはじめ、地元ニーズに基

づいた試験・研究が期待される。 
このように、本プロジェクトの実施にはショクエ郡農業局、ショクエ農業試験場及びショク

エ灌漑公社の連携が必須となるため、プロジェクト専門家チームの高い調整能力が求められる。 
 
（2）ショクエ灌漑スキーム改修プログラム及びリンポポ川流域の灌漑政策 

灌漑スキーム全体の改修は、国家予算の逼迫により、国際機関、他ドナーに頼らざるを得ない状

況にあり、改修計画は大幅な遅れを出している。また、スキーム全体の灌漑水量を決定する上流の

ダムの改修も着手されているが、今後の進捗は常にウォッチする必要がある。このため、灌漑スキ

ーム全体の改修を把握しつつ、プロジェクトを実施していく必要があるが、地下水位が高い場所も

多く、農民主体で管理できる井戸やため池等の補助灌漑の手段も取り入れる等の柔軟性が必要であ

る。 
 
（3）ショクエ灌漑公社の方針 

水利組合の結成や水利費の決定等、水にかかわるテーマは灌漑公社が長年、フランスをはじ

めとするドナーとともに取り組んできた経緯があり、膨大なマニュアル、資料（ポルトガル語）

が残っている。このため、灌漑分野ではこれまでの経験・蓄積を尊重し、効率性とプラスアル

ファの改善に心がける必要がある。 



－44－ 

（4）対象地域の選定 
プロジェクト対象地区は 2 次、3 次水路を単位とする水利組合とする。現在、水利組合の立

ち上げ期に当たるが、地区の選定にあたっては、灌漑施設がある程度維持管理され、灌漑水が

来ている地区であることはいうまでもないが、組合長のリーダーシップがあり、まとまりのあ

る組合を優先し、プロジェクト成果が他地区に波及していくよう、考慮する必要がある。 
また、住居地域と灌漑スキーム内の農地が離れているため、小規模農家の貧困削減を検討す

る際は、農地での生産面のみを重視したアプローチだけでなく、住居地域の生活環境の改善や

経済活動の振興も同時に取り組む必要がある。 
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第 14 章 団長所感 
 

調査団出発前の国内検討では入手情報の不足等により、明確な対処方針が立てづらい状況にあ

ったが、現地調査により懸案箇所はおおむね解明でき、最終的に先方と新規技術協力プロジェク

トに向けた M/M を署名交換した。 
本案件は無償資金協力のフォローも念頭に置いた技術協力プロジェクトをめざすべく、協力コ

ンポーネントを検討した結果、1～2 の水利組合（小規模農民）を対象とし、①栽培技術の確立、

②農業普及の強化、③2 次、3 次水路の参加型改修を組み合わせた構成とした。ショクエ地区にあ

る郡農業局、農業試験場及び灌漑公社が横の連携をとりながら実施できるよう、日本人専門家チ

ームが間に入り調整をとり、農民が最大限のメリットを享受できる体制整備を図っていくことが

重要なポイントである（この点に関しては、ショクエ地区の 3 機関においても強い問題意識を有

していることが確認できた。また、農業本省においても強い関心と期待が表明された）。 
これまで長年にわたるフランスの協力により基本的な水利データ、ガイドライン等が整備され

ているため、協力期間は 3 年 1 カ月と設定した。最初の半年で対象組合の選定、導入技術のリス

トアップ、効率的な普及方法の策定を行い、その後本格実施し、短期で成果が上がる活動を初期

に行い（小型精米機の導入、乾期渇水期の浅井戸掘削等）、農民の参加意欲を促進し、後半につな

げていく方針である。 
現状の最大の問題点としては、灌漑水が来ているにもかかわらず、耕作されていない耕地の割

合がかなり存在することである。関係者への聞き取り調査の結果、生産費に見合った収益が安定

的に確保できないこと、そもそも初期投資の生産費が賄えないという、経済的な問題に集中して

いることが分かった。このため、本協力では、小規模農民の持続的生産が可能となるよう、ある

程度の初期投資（資機材の貸与等）は日本側で負担し、生産から出た利益を組合活動費（将来的

には組合員に対する小規模融資も視野に入れる）として積み立てる方向を検討したい。その過程

を通して、組合というものを農民が学ぶ場としていくことが重要である。また、それを通じて普

及員も同時に学び、他の組合の指導にあたれるような実践型のトレーニングが必要である。 
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